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3. リスク論的考え方に基づく安全評価シナリオ設定手法の整備 
 

3.1 はじめに 
高レベル放射性廃棄物等の地層処分の安全評価において対象となるシナリオは、人工バリア

の安全機能や処分サイトの地質環境、処分事業の適用される工学技術に関する様々な条件や起

こりうる現象を考慮して、構築されなければならない。それらの条件や現象、処分場閉鎖後の

長期安全性に関係すると考えられる要因は、多岐に亘るため、情報を体系的に整理し、シナリ

オ整備を進める必要がある。その方法として、原子力機構では、経済協力開発機構／原子力機

関（以下、「OECD/NEA」という）の国際 FEP（Feature：特性、Event：事象、Process：プロセ

ス、以下 FEP）リスト(1)に基づき、我が国の処分概念に適合する FEP をリストアップし、それ

らに関する科学的知見に基づいて、シナリオを整備していくことを基本方針として、本事業で

は下記の 3 タイプのシナリオ設定手法の整備を実施してきた。 
 建設・操業・閉鎖段階の事故・人的要因等に係るシナリオ 
 人工バリア変遷に係るシナリオ 
 地質・気候関連事象に係るシナリオ 

建設・操業・閉鎖段階の事故・人的要因等に係るシナリオ設定手法に関しては、平成 25 年度

までに、地層処分事業中の事故・人的要因または地震の発生を起因事象とした処分場閉鎖後の

長期安全性に与える影響の連鎖を体系的に作成した。さらに、工学的対策技術の有無、技術の

適用実績、地層処分に特有な工学技術の開発状況の情報を整理し、規制側が現状において着目

すべきシナリオを提示した。また、人工バリア変遷に係るシナリオ設定手法に関しては、「FEP
データベースの整備」、「着目すべき安全機能とその機能への影響の連鎖の具体化」、「人工バリ

ア内の各性能評価モデル・コードによるリンケージ解析手法の整備」を進め、それらを体系的

に関連づけた人工バリア変遷に係るシナリオ設定手法を整備した。以上の 2 つのシナリオ設定

手法については、平成 25 年度までに整備を終了し、各シナリオ設定に係る今後の課題を取りま

とめた。地質・気候関連事象に係るシナリオ設定手法については、地質・気候関連事象による

処分システム領域（天然バリア、人工バリアからなる母岩領域）の熱、水理、力学及び化学的

環境（THMC）の変化と安全機能との関連性を整理し、地質・気候関連事象が処分施設に影響

を与える可能性のあるシナリオの設定を行った。 
平成 26 年度は、発生確率は低いが隔離機能への影響が大きい事象として、火山活動や断層活

動等の処分施設への直撃とそれに伴う THMC の変化に関わるシナリオの設定手法、定量的評価

方法について事象発生確率に関する知見を整理し、整理結果に基づいた事象発生シナリオの試

解析を行う。火山活動や断層活動等の隔離を必要とする処分施設への直接的影響は、調査によ

って回避された後も情報や知見不足により回避しきれないリスクが残る可能性がある。さらに、

処分施設の物理的破壊・損傷以外の地下水流動変化等の間接的な影響を伴うリスクも発生する。

このため、本年度は、地質・気候関連事象の発生の時間的・空間的特性に基づいて、直撃を回

避しきれない場合の具体的リスクと処分施設に与える影響の種類（THMC）と影響の範囲と程

度について整理を行う。さらに地質・気候関連事象発生が処分施設に与える影響量について状

態設定が可能なものについては、地下水流動解析および人工バリア変遷解析を行い、それ以外

のものについては事例データに基づく影響量として整理し、5 章の天然事象の影響シナリオを

対象とした安全評価のための影響度解析の検討に資することとする。 
なお、本検討結果は、ガラス固化体の地層処分のみならず、福島第一原子力発電所事故によ

って発生した燃料デブリ等を処分する際のシナリオの検討においても活用されるものである。 
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3.2 発生確率は低いが隔離機能への影響が大きい事象の整理 
3.2.1 隔離機能への影響が大きい事象の調査方法 
原子力機構では、平成 25 年度まで地質・気候関連事象の発生と影響の伝搬プロセスを具体化

した事象リスト、それに基づく FEP 相関関係図、処分施設への影響の有無とその判断根拠を成

文化した「安全性への影響の可能性と相関の判定」からなる FEP データベースを構築し、知見

やデータの更新を行ってきた（日本原子力研究開発機構、2011 (2)）。その結果、地震や火山、気

候・海水準変動など処分施設の THMC に関する影響事象の組み合わせが 177 存在することを示

した。地質・気候関連事象の大部分の事象に関しては、事象発生から母岩に至るまでの影響の

種類とその根拠となる現状レベルでの知見・情報が網羅されているものと考えられる。 
177 事象のうち処分施設へ直接的な影響を及ぼす事象（直撃により廃棄体が直接破損に至る

事象）に該当するものは、地震活動や火山活動、泥火山やマスムーブメントなど 23 事象であり、

隔離機能への影響が懸念される。過去から現在に亘ってこれらの地質・気候関連事象の活動域

は、文献調査・概要調査によって空間的裕度を持って回避されることとされている（原子力発

電環境整備機構、2010 (3)）。しかし、事象によっては将来、活動域が変化し、これまでとは別の

場所で活動したり、調査によって見落とされた起因事象が活動する可能性があり、事前調査に

よる回避には不確実性が残る。また、回避しきれない可能性のある事象による地質環境への影

響の程度は相対的に大きいことが予想され、規制の観点からこうした事象による THMC に関す

る定量的な影響評価は重要になると考えた。図 3.2-1 に検討の流れを示す。 
 

 
図 3.2-1 回避しきれない事象が発生した場合の評価シナリオの設定方法 

 
図 3.2-1 に示すように、処分施設に直接的な影響を及ぼす 23 事象のうち、回避しきれない可

能性のある事象について既往の研究事例をもとに起因事象発生の規模・発生領域の時間変化等

の具体化を行う。この際、現在の観測データだけからでは、将来新たに発生する起因事象の影

響の規模や地域性、継続期間を予測することは困難である。しかし、伊豆半島や北海道東部な

ど局所的なプレートの動きの変化を除けば、現在の島弧-海溝系のシステムは全国レベルで過去

100 万年～数 10 万年以降、一様に継続している（竹内、1999(4) 、産業技術総合研究所、2012a(5)）

ことから、過去数 10 万年以内に新規に発生した起因事象と同じ様式の事象が、将来数 10 万年

の間においても発生する可能性が高い。したがって、過去数 10 万年～100 万年以降に新たに発

生した起因事象を調査すれば、将来活動する起因事象の活動範囲や影響の種類もある程度推測
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可能である。その結果をもとに将来、回避できない可能性のある起因事象が発生した場合、派

生事象への影響伝搬プロセスを具体化し、処分施設への影響の程度の特定を行う。このうち、

処分施設への影響を定量的に評価することが可能な事象については、仮想的なサイトに対して

境界条件を設定し、3.4 以降で地下水流動解析を通して検討することとし、状態設定が困難なも

のについては、事例データに基づきシナリオの記述を行い、核種移行評価に必要なシナリオを

設定することとした。  
 
3.2.2 回避しきれない起因事象の整理 
表 3.2-1 に処分施設（サイト）への直接的な影響を及ぼす起因事象リストを示す。前述のとお

り FEP データベース中の 23 事象（G4～G42）がこれに該当し、地震（プレート間地震、活断

層沿いの地震等）や火山（新規火山、既存火山）等の起因事象のタイプの別を考慮しなければ、

表に示すように①～⑥の 6 つの起因事象に集約することができる。地震活動については、断層

と交差する処分施設内の間隙構造の変化、応力状態の変化などの現象が挙げられる。火山活動

に関しては、マグマ貫入と噴火とがあり、噴火については火道と交差する処分施設の破砕・損

傷と地上への移動が考えられ、貫入については岩脈形成に伴う処分施設の破砕・損傷等が想定

される。泥火山については地震等による泥ダイアピル（泥質堆積物に急激な圧力が加わること

により流動化したもの）や泥脈（流動化した泥が脈状に亀裂等に流入したもの）が処分施設と

交差する場所においては処分施設の構造が変化、破砕が生じる。マスムーブメントは、移動地

塊内に処分施設全体あるいは一部が取り込まれる場合であり、地塊が移動・崩壊した場合、処

分施設は破壊され、また、隆起・侵食による処分施設の露呈は、隆起（非地震性）や火山活動

および地震活動によって岩盤が長期的に上昇し、上載層の削剥によって処分施設の対地深度が

時間とともに変化し最終的に露呈に至る場合である。 
 

表 3.2-1 処分施設（サイト）への直接的な影響を及ぼす起因事象 
事象 起因事象（直接的影響事象）と内容 

地震活動→サイト G4,G10,G16,G22 ①:地震活動に伴う断層変位・岩盤の変形、亀裂発生、応力変化等 
火山活動（噴火）

→サイト 
G33,G40,G41 ②：火山活動に伴う噴火による破砕、高温化 

火山活動（貫入）

→サイト 
G34,G42 ③：火山活動に伴う岩脈貫入による変形・破砕、高温化 

地震活動→泥火山

→サイト 
G28M,G29M,G
30M,G31M 

④：地震活動による泥ダイアピルが地下に貫入、地表に噴出、変

形・破砕 
地震、火山、隆起・

沈降→（地質構造

の変化）→侵食・

堆積→サイト 

G28L,G29L,G30
L,G31L,G37-1 

⑤:地震活動等に伴うマスムーブメントの発生による直接的な変

形・破壊 
G8,G14,G20,G2
6,G37 

⑥:地震活動（断層変位）・火山活動・隆起、侵食によるサイトの

対地深度変化による露呈、破砕 

   
現在、第四紀火山が存在するような地域（火山中心から 15km）や活断層が存在する地域、

泥火山、マスムーブメントなどの著しい変動がある地域に関しては、文献調査や概要調査によ

ってあらかじめ回避されるものと考えられるが、これらの調査を行ってもその兆候が不明瞭で

ある場合、あるいは将来の活動域が予測できない場合は、回避に不確実性が残るとされている

（産業技術総合研究所、2012a(5)）。回避しきれない事象の種類および特徴について以下に整理・

検討した。 
表 3.2-1 の 6 つの事象（①～⑥）のうち、概要調査段階において回避に不確実性のある事象、

あるいは回避すべき場所の特定が困難な事象は、産業技術総合研究所（2012b）(6) 、産業技術

総合研究所（2012a）(5)において示されている。地震活動（表 3.2-1 の①）は、回避しきれない
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ものとして、活断層の活動に伴う場合と地質断層の再活動に伴う場合によって 3 つのケース（①

-a、①-b、①-c）に分類されている。 
・①→①-a 内陸地震の活断層の活動（断層の伸びの方向への拡大等）、①-b 活断層からの派生

断層（活断層である主断層の地下深部において断層面が分岐し、地表に伸びている分

岐断層および分岐断層の形成に伴って共役系の下で形成されるバックスラスト）の新

たな出現・成長、①-c 地質断層の再活動とそれに伴う派生断層の新たな出現 
・②→火山の新規噴火（単成火山、再来間隔の長い複成火山の噴火） 
・③→火山の新規貫入（既存火山あるいは新規火山の活動に伴う岩脈の貫入） 
・④→泥火山の新規出現 
・⑤→大規模マスムーブメントの新規発生 
・⑥→隆起・侵食に伴うサイトの対地深度変化による露呈 
内陸地震の活断層の活動（①-a）とは、内陸の既存の活断層について、将来活動が繰り返され

ているうちに断層が走向方向に成長し、評価期間内に断層が回避されていない場所を直撃する

ケースである。また、活断層からの派生断層の新たな出現（①-b）とは、将来、地下数 km に

おいて既存の活断層から断層が分岐し、活断層の走向と直交方向に数 km 規模で予測の範囲を

超えて断層が成長、活動場が移動するとともに分岐断層とは逆傾斜のバックスラストが形成さ

れるケースである。地質断層の再活動（①-c）は、関東平野の深谷断層の例のように第三紀に

活動を停止した地質断層が第四紀後期に再び活動し、その活動に伴って 1～5km 離れた平野部

で新規にバックスラストが形成されるようなケース（水野他、2002(7)、高橋他、2006(8)）である。

調査で地質断層が回避できたとしても、数 km 以上離れた位置にバックスラストが新たに発生

する可能性があるため、あらかじめ予測し、回避することは困難である。 
火山活動については山陰地方に見られるような過去数 10万年前以降に活動を開始した単成火

山や東北地方の火山フロント西方の火山空白域に形成された肘折火山、第三紀以降の活動間隔

の長い火山などが参考事例とされ、これらと同タイプの火山の噴火および貫入が将来発生する

可能性があり、活動域の予測、回避は困難であるとされている。また、泥火山については、現

在活動の痕跡が残されている新潟と北海道の泥火山については回避されるとしても、泥火山と

して現在、地表に痕跡が残されておらず、高間隙水圧の兆候のある第三紀の堆積岩地域につい

ては、将来を見越した回避は困難であるとされている（産業技術総合研究所、2012a(5)）。 
マスムーブメントのうち懸念されるのは静岡県の赤崩れや七面山の事例にみられるように崩

壊土量が 100km3以上ですべり面深度が処分深度の上限である 300m を超える大規模なもの（千

木良、1995(9)）が対象となる。すでに文献調査、概要調査でこれらの大規模マスムーブメント

が回避されるとしても、岩盤に緩みや変形があるものの内部構造に乱れがなく、将来マスムー

ブメントに発展する可能性のある領域は回避から漏れる可能性がある。また、たとえ現在、大

規模マスムーブメントが発生するような急傾斜、高標高などの地形条件を満たしていなくとも、

将来、隆起・侵食、海水準変動によって地形変化した場合、大規模マスムーブメントが発生す

る地域を事前に予測・回避できない可能性があるとされている（産業技術総合研究所、2012a(5)）。 
隆起・侵食（地震性隆起や相対海面変化による影響も含む）に伴うサイトの対地深度変化に

よる露呈については、産業技術総合研究所（2012b）(6) には明確には示されていないが、産業

技術総合研究所（2012a）(5)において、回避すべき場所の特定が困難な事象として言及されてい

る。原子力発電環境整備機構（2010） (3)によれば、処分深度を念頭においた過去 10 万年間の

隆起量が 300m を超えていることが明らかな地域は候補地に含めないとされているが、これは

隆起量≒侵食量とし、隆起した分だけ全面削剥するケースであり保守的な設定となっているた

め、産業技術総合研究所（2012a）(5)はこれを回避の指標としては過大であるとしている。特に、
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内陸部においては、隆起とともに評価地点の標高が変化すれば侵食速度も時間変化する（藤原

他、1999(10)）ため、現在観測されている隆起速度は侵食速度に一致するわけではない。また、

沿岸地域に関しては海面変化による影響（侵食基準面の変化±120m）も考慮に入れる必要があ

ることから、産業技術総合研究所（2012a）(5)は、全国一律に隆起・侵食によってサイトが露呈

するかどうかを判断し、回避することは困難であるとしている。 
なお、産業技術総合研究所（2012a）(5) 、産業技術総合研究所（2012b）(6)が指摘するこれら

の回避しきれない上記の事象のうち、「内陸地震の活断層の活動」は、鳥取県西部地震断層のよ

うな未成熟な活断層が将来、活動するとした場合を想定している。しかし、詳細な地下構造探

査をすれば、活断層の成長方向をある程度予測することは可能であるとする報告例がある（井

上他、2002(11)）。また活断層に関してはある程度以上の規模（長さ数 10km）の断層（主断層）

に成長すれば、数 10 万年という期間においては目に見えるスケールで成長し続けることはない

という報告例もある（中田・鈴木、2000(12)）。一方、派生断層は、横手盆地東縁断層帯（猪原

他、2006(13)）や長野盆地西縁断層帯（宮内・武田、2004(14)）の例のように過去数 10 万年の間

に分岐断層、バックスラストが新規に発生した事例があるが、将来、派生断層の発生位置を主

断層の分布形状から特定することは困難である。 
以上のことから、回避しきれない上記事象のうち、「内陸地震の活断層の活動」を除く 7 つの

事象を検討すべき優先度が高い事象として今回の検討対象とした。なお、これらの事象に関し

ては、回避に関する不確実性の定量化が困難であるため、事象発生確率を 1 とした。したがっ

てこれらの事象について、以下、事象が発生した場合の影響の規模、空間分布の時間変遷（影

響伝搬プロセス）を取りまとめ、処分施設に与える影響の定量的評価方法について記述する。 
 

3.2.3 回避しきれない起因事象の具体化 
（１）活断層から派生断層の新規発生 

地震・断層活動の回避対象は、産業技術総合研究所（2012b）(6) によって整理されているよ

うに既存の活断層（地層処分の安全評価では第四紀に活動した断層と定義）と近傍 50m～数 km
のプロセスゾーンと活断層から派生している派生断層、および再活動するおそれのある大きな

地質断層とされている。プロセスゾーンは、断層破砕帯の外側にある幅を持って形成される亀

裂帯を含む部分のことであり、その幅は活断層の長さと正の相関があるとされている（金折、

2001(15)）。文献調査によってこれらの活断層、地質断層がすでに確認・回避されているものと

すれば、評価対象地域は、活断層や大きな地質断層の存在しない場所であり、考慮すべきは、

将来、既存の活断層や地質断層からの新たな断層の派生である。 
新規に活断層から断層が派生し、処分施設に直接的影響を与える可能性としては、下記の 2

つのパターンがある（産業技術総合研究所、2012b(6) ）。 
ⅰ）内陸の活断層が活動し、新たに派生断層が発生し、処分施設に影響を与える可能性 
ⅱ）プレート境界地震の発生に伴い、プレート境界断層から発生した分岐断層が処分施設に

影響を与える可能性 
ⅰ）は、既存の活断層が回避されても、評価期間内に既存の活断層から断層が新たに派生す

るケースであり、横手盆地東縁断層帯（秋田県）や新庄盆地断層帯などの事例がこれに該当す

る。横手盆地東縁断層帯は過去 160 万年間に活断層から 2 回の分岐断層の発生とバックスラス

ト発生の時期があったとされている。 
ⅱ）は、プレート境界から断層が新たに分岐する可能性であり、発生場所は太平洋の沿岸海

域あるいは沿岸陸域に限定（例：三浦半島の活断層等）される。フィリピン海プレートが沈み

込む南海トラフにおいては、195 万年前に海溝近くにおいて分岐断層の成長が始まり、155 万年
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前には断層陸側の地盤が変位・上昇し、ほぼ現在の状態に至ったとされている（Strasser et al, 
2009(16)）。このことから内陸の活断層に比べて、この種の分岐断層が新規に形成される可能性

は低いが、ⅰ）のケース同様、分岐断層発生の場所の特定は困難とされている（産業技術総合

研究所、2012b(6)）。 
図 3.2-2 にⅰ）の事例として、横手盆地東縁断層帯の平面分布と分岐断層、バックスラスト

（図中 BT）の活動履歴を示す（猪原他、2006(13)）。分岐断層Ⅰ、Ⅱは活断層の西方約 3km に位

置し、地下構造探査の結果、地下約 1,000m において活断層から分岐したものとである（図 3.2-2
左図）。中央部の分岐断層Ⅰは、分岐断層Ⅰと東側の主断層との間に分布する構造性の堆積物の

存在とその堆積年代から、約 160 万年前に主断層から分岐し、分岐断層東側の地形面を東方に

傾斜させたとされている。一方、北部の分岐断層Ⅱは、分岐断層Ⅰよりも遅れて約 60 万年前に

活動を開始したとされている。また、バックスラスト（BT）は中央部では 35 万年前、北部で

は 15 万年前に活動を開始し、現在も活動しているとされている（猪原他、2006(13)）。 
 

 
図 3.2-2 横手盆地東縁断層帯の平面分布と分岐断層の活動履歴（猪原他、2006(13)） 

 
図 3.2-3 分岐断層Ⅰの成長とバックスラスト発生との関係（猪原他、2006(13)） 

 
図 3.2-3 に示すように活断層と分岐断層との間に挟まれた地層は、もともとは水平に堆積し

ていたはずであるため、堆積当時は、活断層からの分岐が始まっていないか、あるいは水平層

中に分岐断層が伏在していたかどちらかである（猪原他、2006(13)）。しかし、その後、水平層

中にある分岐断層が地層を切って地表に向かって成長した結果、東側の地層が傾動し、傾斜し

た地層の背後に構造性の堆積物が不整合に堆積したとされている。なお、バックスラストが発

生した時期に分岐断層がすでに地表に到達したいたか否かは不明であるが、断層変位に関する

模型実験（上田、2011(17)）によるとバックスラストの形成は力学的に分岐断層が地表面に到達

後とされている。すなわち、分岐断層Ⅰの場合、地下 800m において約 160 万年前に断層が地

表に向かって成長を開始し、35 万年前には地表近くに到達していた可能性が高い。 
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このような事例は、横手盆地東縁断層帯に限らず東北地方の逆断層あるいは近畿地方～中部

地方の横ずれ断層においても派生断層が数多く発生・成長したことが報告されており、たとえ

活断層を回避できたとしても現在確認されていない範囲に分岐断層やバックスラストが将来数

万年～数 10 万年以内に形成される可能性があることを意味している。地表における分岐断層の

発生位置は、活断層から数 km 以上離れており、将来を見越した派生断層の形成場所の特定は

困難であるとされている（産業技術総合研究所、2012b(6) ）。我が国において横手盆地東縁断層

帯と同様に過去数 10 万年以内に活断層から分岐断層が発生したとされている代表例を表 3.2-2
に、また、バックスラストが過去数 10 万年以内に発生したとされている事例を表 3.2-3 に示す。 

 
表 3.2-2 過去数 10 万年以内に発生した分岐断層 

断層帯 
 

活断層（分

岐断層） 
活断層

からの

距離 

断層の 
タイプ 

活動時期 特徴 文献 

横手盆

地東縁

断層帯 
 

河口断層

（千屋断

層） 

2-3km 東傾斜、 
逆断層 

北部：60 万年前 
中央部：160 万

年前から活動 

千屋断層（12km）は長さ 25km の河口断層から

160～60 万年前の間に分岐し、1896 年の陸羽地

震時に地表地震断層として出現。北部の分岐断

層は 60万年前に活動を開始したとされている。 

猪原他

（2006）(13) 

十勝東

縁断層

帯 

－（光地園

断層） 
10km 東傾斜、 

逆断層 
15 万年から 
3.3-4.2 万年間

隔 

本断層（22km）は、先第三系と新第三系を分け

る地質断層である広尾断層にほぼ一致。第四紀

後期以降に断層の活動場が西から移動し、本断

層が活動したとされている。 

東郷

（2000）(18) 

新庄盆

地断層

帯 

経檀原 
断層（堀之

内断層） 

7 ㎞ 東傾斜、 
逆断層 

40 万年前 
約 2,000～4,000
年間隔 

活断層（経檀原断層）は第四紀後期の活動はな

く、数万年以降は、分岐断層である舟形、堀之

内断層が活動している。 

佐藤他

（2006）(19) 

長野盆

地西縁

断層帯 

－ 2-6km 西傾斜、 
逆断層 

中期更新世（20
万年前以前）以

降 

中期更新世に西側山麓の活断層から分岐し、

1847 年善光寺地震の際には盆地中央に地震断

層として出現（全長約 10km） 

宮内・武田

（2004）(20) 

市之瀬

断層群 
－ 2km 西傾斜、 

逆断層 
30 万年前以降

約 5 千年間隔 
前縁断層（長さ約 3km）は山側の活断層から約
30 万年前に分岐。 

三浦他

（2002）(21) 

 
表 3.2-3 過去数 10 万年以内に発生したバックスラスト 

 断層帯 
（分岐断層） 

長さ 断層 
タイプ 

発生時期 特徴 文献 

横手盆地東縁断層

帯（千屋断層） 
約 1～2km 西傾斜、 

逆断層 
北部：15 万年

前、中央部:30
万年前 

分岐断層の共役系として分岐断層と活断層の

間に発生。1896 年の陸羽地震の際にも活動 
猪原他

（2006）
(13) 

岩手県・宮城内陸地

震断層 
約 3km 西傾斜、 

逆断層 
数万年前 分岐断層の東側 50～80m の位置には逆向き低

崖（東傾斜）が存在し、当断層はバックスラス

トと認定 

鈴木他

（2008）
(22) 

 
図 3.2-4（a）に断層の成長過程の概念図（Suppe、1985(23)）を示す。表 3.2-2 に示す過去数 10

万年以内に活動した分岐断層は、活断層から分岐してすぐに地表に到達するわけではなく、図

3.2-4（a）のように万年スケールで成長するものと推定されている。表 3.2-2 に示した分岐断層

はいずれも日本列島の東西圧縮場の下、水平短縮による褶曲前縁部に位置しており、分岐した

断層が水平層から立ち上がり（ランプ形成）始める時期には断層上盤側に変形帯が形成される。

前述のとおり、この変形帯が隆起、褶曲すると背後側に構造性の堆積物が形成され、その年代

あるいは傾斜した地形面の年代を測定することによって断層の活動開始年代が特定できる。反

射法地震探査によってこの変形帯の厚さが明らかである場合、変形帯の厚さを“断層の活動開

始年代から断層が地表に到達した年代を引いた値”で割ったものが、断層の鉛直方向の平均的

な成長速度となる。千屋断層の場合、バックスラスラストが活動し始める 15 万年前には分岐断

層は地表に到達していた（猪原他、2006(13)）ことから、45 万年間に 800m 成長したことになる。 
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図 3.2-4（b）は、千屋断層北部を例に分岐断層の成長過程を分岐断層先端の位置の時間変化

で表した図である。千屋断層北部においては、分岐断層が 60 万年前に活動を開始してから 15
万年前に地表に断層先端が到達するまで一定速度で成長したとするとその間の平均的な断層成

長速度は 1.7m/千年となる。さらに、断層の成長が地震時にしか起こらなかったとすれば、断

層の活動間隔を 3,500 年とした場合、1 回の地震による断層の成長量（鉛直方向）は 6.2m であ

り、断層の傾斜を 30°とすると断層に沿った 1 回の成長量は 12.4m となる。千屋断層以外の断

層について、同様な計算をした結果、表 3.2-2 の新庄盆地断層帯の場合、断層方向の成長量は

33m/1 回、光地園断層は 500m/1 回と試算される。このことからおおむね逆断層帯の場合、断層

の成長量は、1 回の地震あたり 10 数 m～500m/と推定される。 

 
図 3.2-4 （a）断層の成長過程と（b）分岐断層先端の時間変化（Suppe、1985(23)） 

 
なお、バックスラストについては、横手盆地東縁断層の事例しかないが、反射法地震探査か

ら推定された断層の深さ方向の延長は 300m（猪原他、2006(13)）以上であり、上盤側の地層が

変形している。このことから、断層成長量は、過去 15 万年間でこの幅の変形帯が形成されたと

すると 7m 以上/ 1 回の地震（鉛直）となり、断層の傾斜を 60°とすると約 8.2m 以上/1 回と試

算される。 
 
（２）地質断層の再活動とそれに伴う派生断層の新規発生 
新規に地質断層から断層が派生して処分施設に直接的な影響を及ぼす可能性があり、回避し

きれない可能性のあるものは下記の 3 つである（産業技術総合研究所、2012b(6) ）。 
ⅰ）周辺の地震活動に伴って余震分布域に存在する地質断層が誘発され再活動し、処分施設

に影響を与える可能性 
ⅱ）プレート境界部の巨大地震により、局所応力場の変化によって地質断層が再活動し、処

分施設に影響を与える可能性          
ⅲ）広域応力場の変化によって地質断層が再活動し、処分施設に影響を与える可能性 
ⅰ）は、福岡県西方沖地震によって警固断層が誘発され活動した例がこれに代表されるとさ

れている。しかし、警固断層は活断層であり、その他に鳥取県西部地震によって発生した誘発

地震の例などがある。鳥取県西部地震によって誘発された断層は確かにこれまで活断層が存在

しない場所にあり、地質境界が断層となっている可能性が考えられるが詳細は不明である。地

震規模としては M5～M6 程度であり、地表に地震断層として痕跡を残していないことからⅱ）
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ⅲ）に比べると地下深部への影響は小さく、あまり重要視しなくてよいものと考えられる。ⅱ）

に関しては、2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震がその代表例として示されているが、

実際、地震前後で局所的に応力場が変化したか否かについては必ずしも専門家間で意見は一致

していない。従来、東北地方一帯は、東北地方太平洋沖地震の発生前は東西圧縮場であり、地

震後太平洋岸の多くの地域で伸長場に転じたとされており（Kato et al、 2011(24)、吉田他、2011(25)）、

これが地質断層の再活動のきっかけとなる可能性の根拠として示されている（産業技術総合研

究所、2012b(6) ）。しかし、地震前の震源メカニズム解によると、必ずしも地震後に東西伸長場

に変化した地域は、地震前に東西圧縮場であったとは限らず、もともと正断層型や横ずれの地

震が卓越する場であった可能性が指摘されている（今西、2011(26)）。実際、東北地方太平洋沖

地震の誘発として 2011 年 4 月 11 日に地表に現れた“いわき”の地震断層は、一部地質断層と

一致するが、大部分は活断層である湯ノ山断層や井戸川断層と一致するとされている（粟田他、

2011(27)）。東北地方太平洋沖地震の事例以外にプレート境界部の巨大地震により、局所応力場

の変化によって地質断層が再活動したという確かな事例は知られていない。 
ⅲ）は、広域応力場の変化に伴う地質断層の再活動であり、日本海拡大後の前期～中期中新

世に形成された正断層が、その後の応力状態の変化によって逆断層として再活動した会津盆地

西縁断層の例が取り上げられている。会津盆地西縁断層は現在の応力場において約 30 万年前に

再活動を開始したものとされている（産業技術総合研究所、2012b(6) ）。これ以外に第四紀後期

に地質断層である江南断層（埼玉県）が再活動し、さらに地下深部で江南断層から派生して 1
～5km 離れた地表部に新たに断層（深谷断層）が形成された事例がある（水野他、2002(28)）。

現状、ⅲ）に関しては上記 2 例しか報告されていないが、これらは広域応力場が変化した数 10
万年前より以前に、第三紀以降活動してこなかった地質断層の再活動によって派生断層が新た

に形成されたことを意味する事例である。したがって、ⅲ）については、再活動する可能性の

ある地質断層が調査によって回避されたとしても、将来発生する可能性のある派生断層を回避

しきれない可能性がある。 
 

（３）火山の新規噴火 
火山活動については、概要調査で第四紀の火山活動の存在が明らかになった地区（火山中心

から 15km ）や評価期間内に新たに火山活動の破壊的な影響が及ぶ地区は回避対象となってい

る。しかし、火山活動は第四紀を通して同じ場所で活動するもの以外に単成火山群のように火

道の位置が数 10 万年～100 万年の間に移動するもの（火道不安定型）もあり、将来、同様な火

山活動が発生した場合、活動の場をあらかじめ予測し、回避することは困難であるとされてい

る（産業技術総合研究所、2012b(6)）。また、地下数 10km の上部マントルに低速度帯や重力異

常分布域の存在が知られているが、直上には古い時代の火山（第三紀以前の火山）しか存在し

ない場合、それを持って将来のマグマ発生領域の指標にはならないため、回避要件とされてい

ない。（原子力発電環境整備機構、2010 (3)）。 
したがって、将来回避しきれない可能性のある火山活動としては、下記の 2 つのタイプが考

えられるため、別途検討しておく必要があるとされている（産業技術総合研究所、2012b(6) ）。 
ⅰ）再来期間の長い複成火山が活動し、処分施設に影響を与える可能性 
ⅱ）単成火山が新規に発生し、処分施設に影響を与える可能性 
 
ⅱ）は、第四紀火山の 15km 以遠において独立したマグマ供給系が活動し、新たに火山が出

現する可能性であり、過去数 10 万年以降に活動を開始した中国地方や東北地方の単成火山群が

代表例である。ⅰ）は、第三紀以降火山活動の痕跡が全く知られていなかった地域において第
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四紀後期において再活動した複成火山であり、東北地方の肘折火山などが代表例である。 
火山活動の場合、日本列島に一様に分布するわけではなく、プレートの配置に支配され地域

ごとに分布傾向が異なる。回避対象となっている第四紀火山の多くは、プレートの沈み込み境

界から陸側プレート内の 200～300km 離れた位置にある火山フロント上に密に分布する。これ

は、第四紀以降はマグマの発生位置が島弧海溝系によって支配されているためである（久城、

1983(29)）。火山フロントは第四紀以降ほとんど位置に変化がなく、将来、火山フロント周辺で

多くの火山は活動し続ける可能性が高い。しかし、中国地方など火山フロントが不明瞭な地域

や火山フロントから大きく外れた場所において第四紀の火山活動が見られる事例がある（産業

技術総合研究所、2012a(5) 、産業技術総合研究所、2012b(6)）。上記ⅱ）はこれに該当する。将来

の新規の火山活動の可能性を評価するためには、まずは第三紀後期以降の火山活動の地域性と

活動履歴をレビューし、ⅰ）ⅱ）のタイプの火山活動の規模、特徴に関する事例から、将来新

規火山噴火が発生する可能性のある地域と新規火山が発生した場合、処分施設に与える直接的

な影響について以下に整理する。 
（ａ）火山噴火の地域性と活動履歴 
図 3.2-5 は、東北・北海道地域におけるマグマ発生領域の時空変遷を示したものである。図

左の平面図は物理探査に基づく低速度帯・重力異常帯（黒色部：ホットフィンガー）の分布図

を示しており、東北・北海道地域の場合、確かにホットフィンガー内には 2Ma（200 万年前）

以降に活動を繰り返している第四紀火山が含まれている（Tamura et al、2002(30) ）。図の中央お

よび右は、さまざまな時代の火山岩（10Ma 以降）の東西方向の採取位置とその化学組成から、

地下のマグマの発生時期と発生深度との関係を等年代線で表した図である（近藤、2004(31)）。

図に示すように火山フロント（VF）ではマントル中部～上部（地下約 30km）にかけての広い

領域で活発にマグマが活動している一方、前弧側（FA)東部では、過去 10Ma まで遡った場合に

マグマの活動はあったが、5Ma 以降の活動は存在していない。このことから、東北地方におい

ては火山フロントよりも太平洋側では 10 万年程度の将来においては新たな火山活動の発生は

考えにくいとされている（近藤、2004(31)）。火山フロント（VF）よりも西側の背弧側（BA）で

は、10Ma から 5Ma にかけてその活動域は縮小し、現在（0Ma）は 50km 以深にマグマの活動

範囲が限られていることがわかる。前述のとおり、これら岩石学的証拠から推定されたマグマ

発生域は前述の物理探査から推定されたホットフィンガーの分布域に大半含まれるが、一部、

肘折火山のようにホットフィンガーの外側にあっても約 1.2 万年前に火山活動を開始した例も

ある（宮城、2007(32)）。 

 
図 3.2-5 東北・北海道地域におけるマグマ発生領域の時空変遷（近藤、2004(31)） 



 - 3-11 - 

表 3.2-4 に東北・北海道地域において過去数 10 万年以内に新たに発生した火山の一覧表を示

す。表中、肘折火山から砂子原火山までは東北地方、銭亀火山は北海道である。肘折火山と銭

亀火山は火山フロントよりも西方数 10km の位置にあり、ホットフィンガーの外側に位置する。

沼沢火山と砂子原火山はホットフィンガー内に含まれるが、火山フロントから 30km 以上西に

位置しており、回避要件から漏れている地域に該当する。肘折火山と銭亀火山は全く火山の存

在しない場所に新規に出現した火山であり、沼沢火山と砂子原火山は表に示す通り第四紀以前

に火山活動があった場所に第四紀以降に火山が形成された例である。すなわち、第四紀火山が

分布する火山フロント（VF）、ホットフィンガーを回避した領域においても将来 10 万年後、新

規に火山が発生する可能性を否定できない。それぞれ火山の規模、火山発生後の活動履歴は、

表に示す通りであり、沼沢火山のように火山発生から現在まで 6 回の活動があったものもある。

火道径は数 100m～1.2km であるが、カルデラ径は数 km であることから、もし、処分施設を火

山が直撃した場合、火山噴火によって数 km 四方が物理的、熱的影響を受ける可能性がある。 
 

表 3.2-4 東北・北海道地域において過去数 10 万年以内に発生した火山 
火山名（火山

の種類） 
カルデラ

径 
火口（火道）の  

大きさ 
噴出物総

体積 
活動年代 噴火形態・特徴 文献 

肘折火山（複

成火山） 
2km 190～250m 以

下 
2km 3（降下

物：0.6km3） 

1.2 万年以降

4 回 
火砕流と降下軽石を伴う爆発的な噴

火～マグマ水蒸気爆発、プルニー式 
宮城
(2007) (32) 

沼沢火山（複

成火山） 
3-4km 数 100m～

1.2km 以下（溶

岩ドームの幅, 
数 100m？) 

4.8km
3
 11万年以降6

回 
小型カルデラ、じょうご型,火口の位

置は噴火ごとに移動し、異なる火道

が形成。火山中心から 10km 以内は

4Ma 以降、全く火山活動がなかった

エリアに新たに火山が出現 

Yamamoto 
(2007) (33) 

砂子原火山

（複成火山） 
5km 深部で数 100m

～1km 
10km

3 

以下 
60 万年 小型カルデラ、じょうご型。7Ma 以

降全く火山活動が確認されていない

エリアに新規火山が出現 

山元
(1992) (34) 

銭亀火山 
（単成火山） 

 
不明 

不明（津軽海峡

沖 2km） 
 

不明 
3.3-4.5 万年 給源火口（海底）から 5-8km の海岸

線に約 20m 厚の火砕流堆積物が堆積 
鈴木
(2013) (35) 

 

 
図 3.2-6 中国・四国地域におけるマグマ発生領域の時空変遷（宇都、1995(36)） 

 
図 3.2-6 に中国・四国地域における火山の分布・岩石年代とフィリピン海プレートの時空変

遷との関係を示す。中国・四国地域については東北・北海道地域と異なり、火山フロントやホ

ットフィンガーは明瞭ではなく、島弧海溝系の火成活動は存在しないとされている。一方、12Ma
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以降、山陰地域においては火山砕屑物が累積し東西に延びる地溝帯の存在が知られており、堆

積物中の岩石組成から地溝帯は、背弧拡大に伴う火成活動の結果の産物であるとされている（宇

都、1995(36)）。山陰地域から中国山地にかけての単成火山はこの種の火成活動によって形成さ

れたものであり、活動時期は 12Ma から 0.3Ma である（図 3.2-6 左図）。 
図中、赤丸あるいは黒丸で囲った範囲は一つの単成火山群を表しており、複成火山と異なっ

て数 10km の範囲に火山が散在している。単成火山群の分布と岩石年代との関係を見ると、瀬

戸内側では古い時代の活動のみであり、山陰側は活動を停止したものもあれば、第四紀以降も

活動が継続しているものもある（赤丸）。図に示すように地震波探査に基づき、南方から沈み込

んでいるフィリピン海プレート（青矢印：移動方向）の先端は青線で示した位置にあり（弘瀬

他、2011(37)）、第四紀の単成火山群は直下にフィリピン海プレートが存在しない領域において

発生していることがわかる。このことから、宇都（1995）(36)は、もともと第四紀以前は瀬戸内

側においても単成火山群の活動はあったが、その後フィリピン海プレートの沈み込みに伴って

マグマの上昇経路が遮断されたためにその活動は停止したと推定している。一方、山陰側にお

いてはフィリピン海プレートの沈み込みによるマグマ上昇への影響はないため、プレートの沈

み込み速度から考えて将来も単成火山の活動が続く可能性があると言及している。 
なお、山陰地域に限定した場合、必ずしも第四紀の単成火山は、それ以前から活動のあった

単成火山の近くに発生しているとは限らず、第四紀以前には全く活動していなかった領域にお

いて活動を開始した例もある（例：神鍋火山群、阿武火山群）。このことは、現在、単成火山が

存在しない空白域において将来火山が新規に形成される可能性があることを意味している。し

たがって、調査で単成火山群が回避されたとしても、火山の存在しない地域において新規に火

山が発生する可能性を否定できない。表 3.2-5 に山陰地域において第四紀以降に発生した単成

火山群の特徴を示す。阿武火山群は過去 200 万年間に 10 回の活動があり（宇都、1987(36)、角

縁他、2000(39)）、神鍋火山群は、過去 68 万年間に 6 回の活動があったとされている（住鉱コン

サルタント株式会社、2001(40)）。1 つの火道（火口）の幅は数 100m～1km 以内であるが、火山

群の分布は 10km～15km と広範囲であり、東北地方の複成火山と異なり火道不安定型の特徴を

有する。もし、このタイプの火山が処分施設から 10km～15km 離れた地点で噴火したとしても

次の活動で処分施設を直撃する可能性がある。ただし、噴出量は複成火山の 1/100 以下である。 
 

表 3.2-5 中国地方において第四紀以降に発生した単成火山群の活動と特徴 
火山 火山群の

活動範囲 
火口（火道）の幅 活動年代（K-Ar 年代） 噴火形態・特徴 文献 

阿武火

山群 
10-15km 600～800m 以下（基

底の径） 
200 万年～数万年間に

10 回の活動 
アルカリ玄武岩（小規模溶岩）、カ

ルクアルカリ安山岩（溶岩円頂丘） 
宇都（1987）(42) 
角縁他(2000) (39) 

神鍋火

山群 
15km 250m（基底の径）

以下、火道位置は 2
か所（距離 200m） 

68 万年、21 万年、17
万年、10 万年、5 万年、

2 万年 

アルカリ玄武岩（スコリアの噴火～

溶岩流出）、火山群のうち 1 地点の

総噴出量（上佐野）：5.1×106m3 

住鉱コンサルタ

ント株式会社

（2001）(40) 

 
九州地方においては、フィリピン海プレートの沈み込みに伴う島弧－海溝系の火山活動が存

在し、第四紀以降、阿蘇や姶良などで代表される大規模なカルデラ形成が特徴であり、火山の

分布は南北方向であり、プレートの沈み込み方向との関係から火山フロントであると認定され

ている。火山フロントは第三紀後期（4～6Ma）は現在よりも西に位置しており、時代とともに

東へ移動したとされている（茂野、2009(41)）。現在、九州南西部において第四紀の火山活動が

見られないのは火山フロントの移動が関係しているとされている（宇都他、1996(42) 、茂野、

2009(41) ）。しかし、沖縄トラフの背弧拡大域が九州北部まで延長しているとされており（茂野、

2009(41)）、現在の火山フロント、北部九州の背弧拡大域周辺が回避されたとしても、九州北部
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に見られる第四紀の背弧拡大が将来的に九州南西部に波及する可能性を否定できない（茂野、

2009(41)）。このことから、九州地方においては、第四紀火山の空白域である九州南西部におい

ても将来火山活動が発生する可能性を否定できない。 
中部地方においては、伊豆半島から東北地方に至る火山フロントは回避され、火山フロント

の西側から近畿地方東部にかけて火山空白域が残ると考えられる。ただし、中部地方には御嶽

山から数 km～30km 離れた位置に上野玄武岩類が散在していることが知られている（中野他、

2000(43)）。上野玄武岩類は 2.8Ma 以降、火道位置を変えながら活動を続けている単成火山群で

あるとされており、時代が経過するにつれ非島弧型から島弧型に岩石の組成が変化したと報告

されている。もともと山陰タイプの非島弧型の火山活動が、将来、御嶽火山や乗鞍火山と同類

の島弧型の火山として火山フロント近くに限定した範囲での活動に止まるのか不明であるとさ

れている（中野他、2000(43)）。 
（ｂ）火山噴火の規模、特徴と直接的影響 
火山噴火が発生すると火道が処分施設と交差することにより、交差した部分の人工バリアと

廃棄体は物理的に破砕（廃棄体は溶融しないが、熱応力破壊）され、火山噴出物とともに地表

に放出されることとなる。一方、火道の通過を免れた処分施設は地下に残存し、熱、水理、力

学、化学の間接的な影響（後述）を受けるものと考えられる。火山の噴火のタイプは表 3.2-6(44)

に示すように地下のマグマの組成や温度に起因し、緩やかな噴火から爆発的な噴火まで 6 種類

（ハワイ式～水蒸気爆発）が知られており、我が国ではハワイ式以外の火山が存在する。水蒸

気爆発（広義）には図 3.2-7 に示すように地下のマグマが地下水層と接触するか否かによって

水蒸気爆発とマグマ水蒸気爆発に分類される。前者の場合、地下水層へは熱の供給だけである

のに対して後者はマグマ自体が接触するためマグマからの物質の供給があり、噴火の規模も大

きい特徴を持っている。通常のマグマ噴火との違いは、マグマ噴火の場合、噴出物の構成岩石

がマグマ起源の本質岩片からなるのに対して、マグマ水蒸気爆発は火道周辺の異質岩片を多く

含んでいる点である。 
表 3.2-6 火山の噴火のタイプと特徴(44) 
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図 3.2-7 マグマ水蒸気爆発と水蒸気爆発との違い（宮城、2007 (32)） 
 
過去数 10 万年以降に活動した東北地方の肘折火山や沼沢火山等の複成火山はマグマ水蒸気

爆発を伴っている。一方、中国地方の神鍋火山や阿武火山など単成火山群は、複成火山と比べ

ると規模は小さいが、やはりマグマ水蒸気爆発を伴っていることが知られている。表 3.2-7 に

過去数 10 万年以内に噴火した火山の噴火様式および規模を示す。表に示す通り、神鍋火山、肘

折火山はいずれも大量の火山灰と火山岩塊を放出しており、肘折火山の場合、偏西風の影響を

受け東方数 10km の範囲まで噴出物が分布している。1 回の噴火で火口周辺における噴出物の

厚さは最大 1m であり、火口から離れるにつれ厚さは減少する傾向にある。両火山とも最大噴

火時には、異質岩片を数 10%以上含んでおり赤褐色に変色していることから、もともと火道周

辺の岩盤の岩片がマグマ中に取り込まれた際に高温酸化したもの（900℃以上）と考えられてい

る（宮城、2007 (32)）。 
 

表 3.2-7 過去数 10 万年以内に噴火した火山の噴火様式および規模 

火山名 給源深度 最大噴火時の噴出物の

分布範囲（厚さ） 火山の特徴 噴出物の種類、粒径 文献 

上佐野火山

（神鍋） ― 東西 1km,南北 0.6km 
火山活動は 4 つのステージがあり、いずれ

も初期にマグマ水蒸気爆発（異質岩片含）、

続いてストロンボリ式噴火 

火山岩塊（火口近く最大長径
2m）、火山弾（数 cm～20cm）、

火山礫（1～数 cm）、火山灰

（1cm 以下） 

野村他

（1996）
(45) 

肘折火山（水

蒸気噴火） 
地下数
100m 

東西、南北とも 10km
（各層 10～70cm<、火

口付近で厚い） 

水蒸気爆発、主に噴出物中は粒径 0.5cm～

数 cm の赤褐色の異質岩片を多量に含む降

下角火砕物からなる。 

平均粒径 2.8-4.0mm（最大直径

30cm 以上、比重 1.14g/cm3）、

火山噴出物（2.0km3）のうち約

3 割（0.6km3）は降下火砕物（テ

フラ）、残りの 7 割（1.4km3）

が火砕流堆積物として火口近

傍に堆積 

宮城

（2007）
(32) 肘折火山（マ

グマ水蒸気噴

火） 

地下 1,850
～1,350m 

東西約 40-60km、南北
15km（各層 10 数

10cm<） 

過去 1.2 万年間に 4 回噴火、異質岩片の含

有率は 50%～70% 

 
図 3.2-8 は、火道周辺岩盤の温度分布を推定した事例である。これは現在活動中の火山の火

道周辺の温度分布を観測したものではなく、過去に地下深部において形成された火道が、その

後、隆起・侵食によって地上に露出した露頭からジルコン、アパタイトを分離・抽出し、FT 年

代およびトラック長の短縮率を測定することによって平衡温度が求められた例（梅田他、2001 

(46)）である。この事例では火道周辺母岩への熱の影響範囲は火道の接触面から岩体規模の数分

の 1 であり、肘折火山や単成火山の火道の幅が 200～600m であることを考えると火道から最大

100m 程度は熱的影響を受けていた可能性がある。上記のことから、もし、同規模の火山が処
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分施設を直撃した場合、火道の幅である数 100m 範囲内にある廃棄体を含む人工構造物は物理

的な破壊を受け、地上に放出され、さらに地下においては火道周辺の 100m 前後の範囲が 600℃
前後以下の熱的影響を受ける続けるものと推定される。なお、火道の冷却時間の研究事例はな

いが、地上に噴出した火砕流が噴出後、冷却するまでの時間に関する数値計算（石丸・角田、

2002(47)）結果によると、周辺母岩が通常の地温勾配に戻るのに数 100 年～1,000 年はかかるも

のと推定されている。 
 

 
図 3.2-8 火道形成後の周辺母岩の温度分布（梅田他、2001 (46)） 

 
（４）火山の新規貫入 
火山活動のうち貫入の多くは既存の火山から 15km 以内に含まれ、文献調査によって回避さ

れるものと予想されるが、一部、既存火山の活動に伴って三宅島の例のように山体から 15km
を越える範囲において新たに岩脈が発生するものについては回避しきれない可能性がある。ま

た、新規火山が形成されれば、火山中心から 15km 以内に岩脈が形成され、処分施設に影響を

与える可能性がある。ここでは前者の事例として三宅島、後者の事例として三原山と伊豆大島

の例を挙げ、その特徴を整理し、将来、新規貫入によって処分施設が受ける可能性のある影響

を検討する。 

 

図 3.2-9  2000 年三宅島噴火における岩脈形成プロセス（篠原、2007(48)） 
 

図 3.2-9 に三宅島の噴火における岩脈形成プロセスの例（篠原、2007(48)）を示す。2,000 年の

活動時に貫入した三宅島の岩脈は島の中心から北東に 20～25km 離れた位置に北西－南東方向、
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厚さ 1～5m の板状に伸びた形状を呈しており、岩脈の上端は海底下 1.5km にある。島中央での

マグマ活動に伴って火口が陥没するとともにマグマは火山性地震データから北西に長さ 30km
の範囲にわたって分布しているとされている。表 3.2-8 に三宅島、伊豆半島沖、伊豆大島の個々

の岩脈の特徴、分布範囲について示す。伊豆大島や三宅島の例にも見られるように 1 つの岩脈

の最大幅は数 m 程度であるが、同一方向に複数条の平行岩脈が並走している特徴がある。岩脈

の間隔は伊豆大島の例では、1km～数 km であり、火山体の裾野と同程度の広がりを持ってい

ると思われる。 
 

表 3.2-8 火山活動に伴う岩脈の分布・特徴、活動時期 
火山 

（温度） 
活動時期 

（活動間隔） 
火山中心から岩脈中

心までの距離 
岩脈貫入面の大

きさ、上端深度 
岩脈の伸びの

方向、開口幅 
推定に用いたデータ、解

析方法 
文献 

三宅島 
（1000-
1100℃） 

2000 年 
（6-8 月） 

南に 2-3km の陸域 大きさ：
6.6×2.6km、上端

深度：0.5km（最

大成長時） 

東西、0.7m ボアホール式傾斜計によ

る傾斜観測データ、開口

割れ目、球状収縮源モデ

ル、3 成分磁力計 
 

藤田他
(2002) (49) 

北西に 20km の海域 大きさ：8×3km、

上端深度：1.5km
（球状圧力源を

仮定） 

北西-南東、4m 三宅島周辺の 4 島の

GEONET の GPS 観測デ

ータ 

名古屋大

学他
(2004) (50) 北西に 25km の海域 北西-南東、6m 

伊豆半

島沖 
1989/7/1
（50-60 年間

隔） 

最大 15km（給源は北

北西 20km の海底火

山）の海域 

大きさ：

15×6-14km、上端

深度：？ 

北西-南東、1m 地殻変動、地震分布の解

析 
小山
(1993) (45) 

伊豆大

島 
 

1986 年 11 月 火口を中心として北

西-南東方向（平行岩

脈、12km 長、1～数
km 間隔） 

深度：0-4.5km 
（一部割れ目噴

火） 

0.1-1m 地震データからのインバ

ージョン解析、震源分布 
鬼澤他、

気象庁
(2008) (52) 

 
岩脈の貫入温度は不明であるが、三宅島の火山中心付近の温度が 1,000～1,100℃であり、岩脈

はこれと同程度かもう少し温度は低いと考えられる。処分施設の大きさが 1×2km とし、もし

新規に岩脈が発生したとすれば、1 本～2 本の岩脈が処分施設と交差する可能性が考えられる。 
 
（５）泥火山の新規出現 
 泥火山とは、地下深くの粘土が地下水およびガスなどとともに地表または海底に噴出し、堆

積した円錐状の地形や高まりとされており、その高さは数 m～数 10m であるが、中には 500m
に達することもあるとされている（千木良・田中、1997(53)）。現在、陸上では国内 4 か所にお

いて泥火山の存在が確認されている。図 3.2-10 左図に現在までに国内において確認された泥火

山の位置とガス徴、油砂、油田、構造性ガス田の分布および歪集中帯（黄緑）の分布を示す（産

業技術総合研究所、2014a(5)）。図に示すように、泥火山は、ガス徴、油砂、油田、構造性ガス

田とともに、新潟～東北地方、北海道の日本海側に広く分布する第三紀堆積岩が褶曲する変動

の激しい歪集中帯の中に位置する。多くは、これらの地質条件に地震等の影響が加わり、地表

にガスや泥水、土塊が噴出した結果として泥火山が形成されたと考えられている。図 3.2-10 右

図に泥火山の形成プロセス（石原・田中、2009(54)）を示す。新潟地域の場合、泥火山直下 400m
の堆積岩中には化石塩水と流動性の高い泥で充填された泥溜りからなる泥チャンバーが存在し、

さらに深度 3,500m にはメタンガスが溶存し、異常間隙水圧を示す化石塩水からなる貯留層が

あるとされている。このことと化石塩水の年代や地下水水質等から、以下のような形成過程を

経て泥火山が形成されたと推定されている（石原・田中、2009(54)）。 
① 深度 3,500m に化石塩水が貯留しており、粘土鉱物の脱水による異常間隙水圧発生のため

地下水が上昇。さらに水溶性メタンの脱ガスによって、急激な体積膨張を伴い、深度 400m
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に泥チャンバーが形成 
② ガス圧の上昇に伴う水圧破砕によってマッドブレッチャー（泥岩の破砕角礫の集合体）

が形成、上昇の際には一部背斜軸の翼部などに弱線（泥脈の形成）を通じて、破砕しな

がら地表まで上昇、噴出 

 

図 3.2-10 泥火山と歪集中帯の分布（左図）、泥火山の形成プロセス（右図）（石原・田中、2009(54)） 
 

泥チャンバーから地表までの泥脈の中は、図 3.2-10 の右下に示すようなマッドブレッチャー

を含むパイプ状の泥脈が存在しており、ボーリングコアの深度 50m 以浅では泥脈付近では岩片

化し原組織が残されている一方、深度 50m 以深においては泥岩が細片化し、上方へ流動してい

る様子が読み取れる。このことから泥チャンバーにおいて水圧破砕したマッドブレッチャーを

含む泥水は深度 50ｍ付近まで上昇し、地表には泥主体の塩水のみが供給されたと解釈されてい

る。さらに、地表に噴出した泥の堆積物の年代から、泥火山が活動したのは約 25,000～38,000
年前と報告されている（石原・田中、2009(54)）。 
新潟以外の泥火山の活動時期と特徴を表 3.2-9 に示す。いずれも泥チャンバー、泥脈は褶曲

構造の背斜軸付近に位置し、深部に水溶性ガスを含む高圧地下水の貯留が存在するという共通

点がある。文献調査、概要調査によって既存の泥火山、泥チャンバー、石油やガス田などの資

源が存在する地域が回避されたとしても、泥火山の形成年代が 12 万年以降であることを考える

と、泥火山の存在しない地域において新規に泥チャンバーが形成され、処分施設が直接的影響

を受ける可能性を否定できない。しかがって、もし、回避できなかった場合、将来、表 3.2-9
と同規模の新規泥火山の発生の可能性を想定しておく必要がある。 

 
表 3.2-9 泥火山の活動時期と噴火の特徴 

泥火

山 
地質・地質 

構造 
泥チャンバー、ベント

（泥脈）の深度、幅 
活動時期 水圧、水質 特徴、噴出形態 文献 

新冠 中新世泥岩

～砂岩、礫

岩、NW-SE
背斜軸付近 

泥チャンバー：不明 
泥脈：幅 10m 前後 
背斜軸に沿って 9 か

所 
地表の噴出物の範囲

の最大は 750m×330m 

最終間氷

期(12 万年

前）～現在

まで、間欠

的 

不明、12 万年間

異常高圧が継続 
岩脈中は、数 10cm 以下の砂岩・

泥岩の角礫（一部モザイク状に

分離→水圧破砕の特徴）、鱗片

状粘土、未固結粘土からなる。

噴出は地震時に泥水とともにメ

タンガスが噴出。地震時に上昇

する高圧地下水の流路は一定。 

千木良・

田中

（2009）
(55)、田近

他（2009）
(56) 
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松代

（蒲

生地

区） 

新第三系～

第四紀の泥

岩～砂泥互

層、

ENE-WSW方

向の背斜、向

斜軸 

泥チャンバー：深度
300～800m、幅 400～
500m、泥脈：深度
300m 以浅、数 10m 以

下 

2 万 5 千年

～3 万 8 千

年前以降

現在まで、

間欠的 

泥チャンバー：ガ

ス圧 1.6MPa、
Cl::2,000ppm,pH=
8～9, 深度

2,000m で過剰間

隙水圧⊿h=5MPa 

地下3500mから異常間隙水圧を

持つ地下水が上昇、泥チャンバ

ーを形成、一部が上昇、泥脈を

通じて地表に噴出。噴出物は 2
～10mm の亜鉛礫～角礫の泥岩

岩片と還元的な環境を示す淡青

色粘土 

田中・石

原（2009）
(57)、鈴木

他（2009）
(58)、宮川

他（2007）
(59) 

上幌

延 
第三紀泥岩

（増幌層） 
NS 背斜軸部 

泥チャンバー、泥脈：

不明、地表の噴出物の

範囲：40m×20m 

不明～現

在 
Cl=7,000ppm, 
pH=7, 
ORP=-62mV 

泥火山生成プロセスは不明、噴

泥中のガスの 90%はメタン 
酒井他

（2010）
(60) 

遠別  
― 

泥チャンバー、泥脈：

不明、地表の噴出物の

範囲：9m×9m 

 
― 

塩水（組成は不

明）  
噴出孔のある池からは常時可燃

性ガスが噴出 
高橋他
(2006) (61) 

 
（６）大規模マスムーブメントの新規発生 
大規模マスムーブメントは、前述のとおり、崩壊物質量が 100 万 m3 超ですべり面深度が数

100ｍ以上のものが対象とされている（千木良、1995(9) 、産業技術総合研究所、2012a(5)）。もし、

大規模マスムーブメントが評価期間内に発生し、処分施設が移動地塊内に存在する場合、数 km
四方にわたる短期的な亀裂の発生、クリープやずれ破壊を伴い、直接的な影響がおよぶ可能性

があるため、回避対象とされている（産業技術総合研究所、2012a(5)）。図 3.2-11 に国内におけ

る代表的な大規模マスムーブメントの分布と赤石山脈の赤崩れのマスムーブメントの地質平面

図（上図）、地質断面図（下図）を示す（千木良、1995(9)）。 

 
図 3.2-11 大規模マスムーブメントの分布と赤崩れの地質断面図（千木良、1995(9)） 

 
表 3.2-10 非火山地域の大規模マスムーブメントの地形的特徴と地質 

マスムーブメント 河川名 尾根の

標高 
谷部の標高 平均標高（斜

面の傾斜） 
隆起速度（発

生時期） 
地形、地質、誘因 文献 

赤崩れ（赤石） 大井川 2,000m 900～1,000m 1,495m 
（30°） 

2～4m/千年 
（？） 

古第三紀砂岩・頁岩 
岩盤クリープ、不明 

千木良
1995(9) 

（隆起

速度

は、米

倉他

2005）
(62) 

七面山（赤石） 富士川 1,980m 600～680m 1,341m 
（29°） 

2～4m/千年< 
（1852 年） 

古第三紀砂岩・頁岩 
岩盤クリープ、地震 

大谷崩れ（赤石） 安部川 2,000m 950～1,010m 1,500m 2～4m/千年< 
(1702 年) 

古第三紀砂岩・頁岩 
岩盤クリープ、地震 

千枚岳崩れ（赤石） 大井川 2,750m 1,350～1,380m 2,050m 
（30°） 

2～4m/千年< 
（？） 

古第三紀砂岩・頁岩 
岩盤クリープ、不明 
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図示したマスムーブメントのうち、火山岩地帯に含まれるものや、崩壊物質量が 100 万 m3

を超えているがすべり面深度が数 100m 以下のものを除くと、赤石山脈の 4 か所（赤崩れ、大

谷崩れ、七面山、千枚岳）に限定される（表 3.2-10）。なお、火山地帯のマスムーブメントにつ

いては、いずれも第四紀火山中心から 15km 以内に含まれているため、マスムーブメントの対

象から除外した。上記 4 か所のマスムーブメントが位置する地点の平均標高は 1,341m～2,050m
であり、地表面の傾斜は 30°以上であるとともに隆起速度は 2～4m/千年（米倉他、2005(62)）

と特殊な地質環境条件を示している。いずれのマスムーブメントも右図の地質断面図に示すよ

うに、トップリングを伴うクリープ性の変形を呈しており、クリープ底部にすべり面がある。

これは小規模なマスムーブメント（すべり面深度が数 10m 程度の地すべり）の多くのものが標

高数 100m 以下において発生し、地表面の傾斜が 10°～30°で層面すべり（一部風化層基底の

すべり）である（上野・田村、1992(63)）ことを考えると地形・地質学的特徴を異とする。また、

大規模マスムーブメントは、数万年前から年間数 cm 以下という緩慢な速度で地表部分のクリ

ープが進行し、表 3.2-10 に示すように、一部のものは 200～300 年前に地震をきっかけとして

急速に活動し始めたとされている（千木良、1995(9)）。上記のことから、既存の大規模マスムー

ブメントが回避されたとしても、現在、大規模マスムーブメントが確認されていない地域にお

いても、上記に示したような地形的・地質的発生条件が揃えば、同規模のマスムーブメントが

数万年以内に発生する可能性を否定できない。また、処分施設が平野・丘陵のような低地・丘

陵部に設置されたとしても将来、隆起・侵食が進み上記のような地形的・地質的発生条件を満

たせば、大規模マスムーブメントに至る可能性があることから、これについては別途、検討し

ておく必要がある（後述）。 
 
（７）隆起・侵食に伴う露呈と大規模マスムーブメントとの関係 
隆起・侵食（地震性隆起や相対海面変化等も含む）に伴うサイトの対地深度変化による露呈

については、特に隆起速度の大きい山岳地帯において発生する可能性が高く、侵食速度の評価

が重要となる。回避要件から過去10万年間の隆起量が300mを越えており（隆起速度>3m/千年）、

侵食速度が 3m/千年超の地域は候補地から除外されるものとし、それ以外が評価対象地域とな

る。露呈とは、上載層が徐々に侵食され、処分施設が地表面に近づき、評価期間内に地表に露

呈するケースであるが、露呈に至る途中の過程で処分施設が地表面に近づいた際、すべり面深

度に関係なくマスムーブメントが発生する可能性がある。これは侵食の一過程であるため、露

呈の中で両者の関係を以下で検討する。 
我が国における侵食速度については、藤原他（1999）(64)、長谷川他（2005）(65)などによって

全国レベルで現在値についてはよく整備されている。図 3.2-12 は、全国のダムの堆砂量に基づ

く侵食速度分布図（長谷川他、2005(65)）である。図に示すように侵食速度が 3m/千年を超える

のは中部山岳地帯の一部の地域のみであり、大半の地域は侵食速度が 3m/千年以下である。た

だし、この値は現在の侵食速度であり、将来にわたって一定ではない。侵食速度については、

前述のとおり隆起速度以外に対象地点の標高、隆起開始からの経過時間に依存し、海面変化に

よる相対的な標高変化の影響も受ける。その他に植生や地質条件、降水条件によっても侵食の

程度は左右されるが、地形変化による影響よりは小さいとされている（藤原他、1999(64)）。 
Ohmori（2003）(66)、藤原他、1999(64) はダム堆砂量のデータと 50ｍメッシュの数値地形図を

用いて侵食量と高度分散量との間に相関関係が見られることを示し、さらに 50ｍメッシュの数

値地形図から標高値と高度分散量との間にも相関があることを明らかにした。これをもとに標

高値（平均標高）と侵食速度との関係を定式化し（大森の式：E=7.8×10-5×H1.39）、侵食量の評

価に用いている。なお、ダム堆砂量は全国 82 箇所の平均 30 年間のダム堆砂量の計測値であり、 
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図 3.2-12 全国のダム堆砂量に基づく侵食速度マップ（長谷川他、2005(65)） 

 
各地域の 1 年間のダム堆砂量を各流域面積で除した値を侵食速度としている。 
図 3.2-13 に大森の式が将来の時刻 t においても成り立つとした場合、時刻 t における侵食量

（⊿H(t)）と平均標高（Ht）との関係を示す。左図に示すように隆起速度一定とすると時間経

過とともに隆起量（隆起速度×時間）は直線的に増加し、平均標高も増加するため、それに応

じて侵食量（⊿H(t)）も増加する（Ohmori、 2003(66)）。 
 

 
図 3.2-13 大森の式に基づく経過時刻 t における侵食速度と平均標高の関係 

 
また、海面変化による上下方向の相対的な標高変化量を隆起量に加算した場合、図 3.2-14 のよ

うに表すことができる。図右は、対象地点の現在の標高が 180m にあり、隆起速度 U が 0.5m/
千年として海面が 10万年サイクルで 120m昇降を繰り返した場合の地表面標高の変化を示して

いる。標高は、氷期において隆起量に海面低下量が加算され、一方、間氷期においては海面上

昇量が差し引かれるため、右図に示すように経過時間とともにのこぎり状の変化を示す。 
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図 3.2-14 隆起、海面変化を考慮した地表面標高の時間変化 

 

 
図 3.2-15 海面変化を考慮した侵食量の時間変化 

 
図 3.2-15 は、隆起速度を 0.3m/千年、現在の対象地点の標高を 50m とし、海面変化を考慮し

た場合と考慮しない場合の侵食量の時間変化を大森の式から計算して図化したものである。図

3.2-15（a）は、海面変化を考慮しない場合、図 3.2-15（b）は海面変化を考慮した場合の将来

100 万年間の標高変化図であり、図中、侵食ありと侵食なしの標高差が時刻 t における地表面

の侵食量となる。図 3.2-15（c）は、侵食速度の時間変化、図 3.2-15（d）は、図 3.2-15(a)（b）
をもとに侵食量と経過時間との関係を表した図である。図 3.2-15 のケースでは対象地点を隆起
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速度が0.3m/千年と比較的小さい沿岸域を想定しているため、100万年経過しても侵食量は100m
程度であり、仮に処分深度 D を-300m としても露呈することはない。 
なお、海面変化による侵食量への影響は図 3.2-15（d）に示すように 100 万年経過後は、数

10m 程度である。大森の式から求めた上記の侵食量はあくまで平均標高に基づく平均侵食量で

あることから、過小評価である可能性が残る。ただし、処分施設（数 km 四方）がある程度の

広がりを持っていて、露呈するレベルに達するか否かを判断する１つの目安としては有効であ

ると考えられる。そこで、さまざまな隆起速度、現在の地表面標高（原標高）を想定して上記

の方法で侵食量を試算した。その結果、現在の標高を 50m のまま、隆起速度 0.3m/千年を 0.8m/
千年に設定した場合、あるいは隆起速度を 0.3m/千年に固定し、地表面標高 50m を 350m とし

た場合、100 万年後の侵食量は 300m を超え、処分施設（D=-300m）が露呈する結果となった。 
図 3.2-16 に現在の対象地点の標高を 0m とした場合の将来 100 万年間における侵食量の経時

変化、および侵食量から推定される処分施設の露呈時期を計算した結果の一例を示す。文献調

査によって過去 10 万年間の隆起量が 300m（隆起速度が 3m/千年超）を超えている地域は、事

前に回避されることから、将来 10 万年程度は隆起速度が 3m/千年を超える地域が選ばれる可能

性は低い。しかし、仮に将来 10 万年間隆起速度が 3m/千年以下であったとしても、それ以降、

隆起速度が増加すれば、10 万年以降の早い時期に処分施設が露呈する可能性が考えられる。実

際、宮崎平野の例では、35 万年前、隆起速度が 0.1m/千年から 1m/千年に増加したことが報告

されている（長岡他、2010(67)）。図 3.2-16（a）は、10 万年後に隆起速度が 0.3m/千年から 3m/
千年に変化した場合の地表面標高と侵食量との関係を示した図である。この場合、時間ととも

に侵食量は増加し、100 万年間でおよそ 1,100ｍに達する。図 3.2-16（b）は、現在の処分深度 D
が 300m、500m、1,000m の 3 つのケースについて地表面標高と処分施設の位置との関係から露

呈時期を推定した図である。図中、処分施設は時間とともに隆起した分だけ標高を増し、侵食

された地表面に近づいていく。最終的に地表面と交差した時期が処分施設の露呈時期となる。

処分深度 D が 300m～1,000m の場合、右図に示す通り、露呈時期は約 50 万年～100 万年の間で

あり、処分深度が浅い場合ほど早く露呈する。 

 

図 3.2-16 （a）将来の侵食量の時間変化と（b）処分深度と露呈時期との関係 
 
処分施設が露呈するまでの間は、地表面では絶えず侵食（上部削剥）が進み、前述のとおり

対象地点の平均標高が 1,341m 以下であっても通常規模（すべり面深度が 300ｍ以下）のマスム

ーブメントは発生する可能性がある。現在、国内において既往調査で確認されているマスムー
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ブメントのすべり面深度と平均標高との関係（千木良、1995(9) 、上野・田村、1992(63) 他のデ

ータを参照）は、図 3.2-17（a）に見られるように、平均標高が増すとともにすべり面深度が大

きくなることから、図 3.2-17（b）にマスムーブメントのすべり面の平均標高を投影した（黒破

線）。図中、標高 0m においてはマスムーブメントが発生しないため、すべり面深度を 0m とし、

地表面と一致させた。図に示すように、処分施設は、時間経過とともに地表面と交差する前に

マスムーブメントのすべり面（基底面）と交差する。地表面とマスムーブメントのすべり面と

の間がマスムーブメントの発生する可能性がある領域であることから、図中、黄色部がマスム

ーブメント発生により処分施設が物理的破壊を受ける範囲となる。すなわち、処分施設の露呈

とマスムーブメント発生との関係で言えば、処分深度が 300m の場合、マスムーブメントの発

生により影響を受け始める時期は、露呈よりも 10 万年早く約 40 万年以降であり、それ以前は

マスムーブメントも露呈も発生しない上部削剥の時期となる。また、赤崩れ相当の大規模マス

ムーブメントが発生し、処分施設に影響を与えるためには前述のとおり対象地点の地表面の平

均標高が 1,480m 以上に到達していることが求められる。したがって、その発生条件は、図 3.2-17
（b）のマスムーブメント発生領域のうち、地表面標高が 1,480m 以上に達する 98 万年以降、

処分深度が D=-900m～-1,000m のケースに限定される。 

 

図 3.2-17 （a）マスムーブメントの標高とすべり面深度との関係、 
     および（b）処分深度とマスムーブメント発生との関係 

 
3.2.4 起因事象発生に伴う派生事象の種類と処分施設への影響 
処分施設に直接的な影響を与え、回避しきれない起因事象は前述のとおり 6 事象（表 3.2-1） 

である。事象によっては火山のように地域性があるものと露呈やマスムーブメントのように地

域性というよりは時間とともにリスクが大きくなる事象とがある。しかし、一旦これらの事象

が発生した場合、処分施設に多大な影響を及ぼす可能性がある。以下にこれらの事象が発生し

た場合の影響シナリオについて検討する。表 3.2-11 に表 3.2-1 の 6 事象が発生した場合の派生

事象の影響の種類と伝搬プロセスを示す。表中、地震活動と火山活動（貫入）については水理、

熱、化学の影響、マスムーブメントと泥火山は水理、化学の影響、隆起・侵食による露呈と火

山活動（火山噴火）は、処分施設全体あるいは一部が地表接近、露呈するため、水理・化学・

熱、力学に関して影響を受けることになる。 
 



 - 3-24 -

表 3.2-11 回避しきれない事象発生による派生事象の種類と影響 
事象 起因事象（6 事象）と内容 派生事象の影響の伝搬プロセス、影響の種類 

地震活動→サイト G4,G10,G
16,G22 

地震活動に伴う断

層変位・岩盤の変

形、亀裂発生 

間隙構造変化→サイト内の透水性変化→地下水流動変化 水理 
地質構造変化→水理的境界条件の変化→酸化性地下水の

流入、地下水流動経路の変化 
水理 
化学 

地殻歪変化→応力の再配分→サイト内の水圧の変化（動

水勾配の変化）→地下水流動変化 水理 

地質構造変化→深部からのサイト内への熱水流入・周辺

の地下水流動の変化、水質変化、温度変化 

熱 
水理 
化学 

火山活動（噴火）

→サイト 
G33,G40,
G41 

火山活動に伴う噴

火による破砕 

マグマ噴火と水蒸気爆発で地下 2km 以浅の母岩が破砕、

廃棄体も破砕・大気中に放出あるいは廃棄体が火口近く

に移動・落下→THMC 環境条件の変化、地表水の関与、

流出  

水理 
化学 
熱 
力学 

・マグマ噴火によって地下に残存した火道周辺の地質構

造変化、熱水流体の上昇→地下水流動変化、熱水流体の

流入による水質変化、温度変化 
水理 
化学 
熱 火山活動（貫入）

→サイト 
G34,G42 

火山活動に伴う貫

入による変形・破

砕 

・貫入による平行岩脈の形成→ 岩脈中への廃棄体の取り

込み→地表近くまで移動、温度上昇 
・貫入による平行岩脈周辺への熱水・ガスの供給→水質

変化、マグマ浸出水と廃棄体との化学的相互作用、火山

性流体の移動とともにへの核種が移動 

地震活動→泥火山

→サイト 

G28M,G2
9M,G30M
,G31M 

地震活動による泥

ダイアピルが地下

に貫入、地表に噴

出、変形・破砕 

・マッドチャンバーの脱ガス→地下数 100m の母岩の水圧

破砕→塩水の上昇とともに母岩、緩衝材等の構造物の一

部が地上へ放出→地表水の関与、流出 
・地下に残存する廃棄体周辺の地下水流動方向は上向き

となり、塩分濃度は増加 

水理 
化学 

地震、火山、隆起・

沈降→（地質構造

の変化）→侵食・

堆積→サイト 

G28L,G29
L,G30L,G
31L,G37-1 

地震活動・火山活

動に伴うﾏｽﾑｰﾌﾞﾒﾝ

ﾄの発生による物

理的な変形・破壊 

クリープ変形に伴う地質構造・間隙構造の変化 
→廃棄体周辺の透水性変化 
→地下水流動経路の変化、酸化性地下水の流入 

水理 
化学 

G8,G14,G
20,G26,G3
7 

地震活動、火山活

動、隆起・侵食に

よるサイトの対地

深度変化による露

呈、破砕 

対地深度変化、露呈、間隙構造の変化→THMC 環境条件

の変化、地表水の関与、流出 

水理 
化学 
熱 
力学 

 
（１）地震・断層活動に伴う派生事象 
地震活動については、表 3.2-11 の地震活動→サイトに示す 4 事象と断層変位、侵食に伴う対

地深度変化による露呈の計 5 事象である。この 5 事象のうち透水性の変化、過剰間隙水圧発生、

地下水流動変化を一連の水理的影響とみなせば、派生事象の種類と THMC の影響の関係から、

図 3.2-18 に示す 4（Ⅰ～Ⅳ）事象に集約される。 
Ⅰ：処分施設を断層が直撃し、処分施設周辺の水理特性、地下水流動が変化するケース 
Ⅱ：断層直撃後、処分施設を含む上盤側は、地震のたびに隆起（逆断層の場合）し、侵食に

よって対地深度が変化し、やがて露呈に至るケース 
Ⅲ：分岐断層を通じて地下深部から熱水が地震時に処分施設に流入するケース 
Ⅳ：バックスラストが発生・成長し、地表近くに到達すると、地表から酸化性地下水が深部

へ流入するケース 
 
図 3.2-18 のⅠの場合、形成された断層は回避しきれなかった分岐断層であり、前述のように

処分施設直下に調査で見落とされた分岐断層が存在し、将来、断層が成長し、処分施設を直撃

することにより、処分施設の透水性や水圧が変化するケースである。なお、応力変化に伴う水

圧変化は、透水性変化に比べると地下水流動への影響は小さいとされている（佐藤・高橋(70)）。
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また、地震発生前後の断層の透水性の変化量については直接観測された事例はない。ただし、

兵庫県南部地震発生後の野島断層の注水試験の事例では、地震発生直後から 10 年経過後までの

断層の透水係数は低下し、ほぼ一定値に収束していることから、少なくとも地震発生によって

断層の透水係数は数倍以上一旦増加し、地震後、徐々に低下し地震前の値まで戻ったものと推

定されている（北川他、2004(68)）。また、南カリフォルニアの花崗閃緑岩の例では、地震によ

る井戸水の水圧応答と地震動の大きさとの関係から、深度 200m における亀裂・断層を含む岩

盤の透水係数は地震後 3 倍に増加したと推定されている（Elkhoury et al、2011(69)）。その他、地

震前には活断層より山側で地下水位が平野側よりも高かったが、地震後に山側の水位低下とと

もに平野側の水位が上昇したとされていること（佐藤・高橋(70)）などからも地震前後に断層の

透水性が増加した可能性が高い。 
 

 
図 3.2-18 断層直撃により発生する派生事象の種類と影響 

 
図 3.2-18 のⅡの場合、処分施設が露呈するためには、上盤側の隆起・侵食による地表面の削

剥が必要であり、前述のとおり、隆起速度と対象地点の平均標高、経過時間によって露呈時期

が決まる。露呈後は地表付近の速い流速の影響を受けるとともに、酸化的な環境にさらされる

ため、酸化性地下水との反応による化学的な影響を受ける。 
図 3.2-18 のⅢの場合、処分施設が断層によって直撃された後、断層の成長とともに漏れ出し

た核種は地表に向かって深部熱水とともに移動・流出する可能性がある。分岐断層が新規に発

生し、断層沿いに熱水が上昇した事例は知られていないが、既存の活断層に沿って熱水が地震

時に湧出したという報告例はある。表 3.2-12 は、地震時に活断層沿いに熱水が上昇・湧出した

事例である。兵庫県南部地震、新潟県北部地震、北海道南西部沖地震、松代地震の例ではいず

れも地震後に断層沿いの井戸の水温が上昇しており、一部には湧水量が増加したケースもある

ことから地震活動との関連づけがなされている。水質については表 3.2-12 に示すように確認さ

れているものはすべて高塩分濃度地下水であり、奥尻島の例では、地震後に Cl 濃度が 4,700ppm
から 7,006ppm に変化したとされている。六甲地域の熱水は有馬型（西南日本に特徴的な非火

山性地下水、酸素・水素同位体比から化石海水とは区別されマントル起源の熱水）であり、そ

の他の地域はジオプレッシャー型の熱水（被圧された化石海水起源の熱水）とされている。 
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表 3.2-12 地震時に活断層沿いに熱水が上昇あるいは地表に湧出した例 
断層名 地震 観測位置 測定・観測データ 深部熱水の種類と供給メカニズム 文献番号 

六甲断層系

（猪名川周

辺） 

兵庫県南

部地震
(1995) 

観測井戸

（地表部） 
地震直後水温が上

昇し、3 年後には水

温は元の値に回復 

・水温減衰の時定数が大きいことから、

ソースは地下深部の帯水層と推定→地

殻内の歪や応力変化に伴って被圧されて

いた深部の間隙水が地震によって上昇 

Tsukuda et 
al(2005) (71) 

有馬－高槻構

造線 
（有馬温泉） 

慶長伏見

地震(1597) 
温泉井戸

（地表部） 
地震直後水温が急

上昇（40℃→90℃） 
・地下深部から有馬型熱水（マントル起

源の熱水）の上昇量が増加し、浅部にお

ける天水との混合の可能性 

益田(2011) (72) 

月岡断層周辺 新潟県北

部地震
(1995) 

温泉井戸

（地表部） 
地震後湧水量、水

温、水質が変化 
・活断層に沿って地震時に噴出した熱水

は、水質の観点から周辺の地下に存在す

る泥岩をキャップロックとする被圧帯水

層の化石塩水由来→深部の被圧された

ジオプレッシャー型熱水が地震時に湧出 

大木他(1999) 

(73),  
Xu and 
Oki(2004) (74) 

松代地震断層 松代群発

地震(1965
年以降） 

温泉井戸

（GL-0～
GL-1800m） 

地震後湧水量の増

加、水質変化（Na,Cl、
CO2 の増加） 

・地震とともに深部帯水層から有馬型熱

水（マントル起源の熱水）が湧出し、天

水と混合 

奥澤・塚原
(2001)他(75) 

奥尻島北西部

の海域の断層 
北海道南

西部沖地

震 

温泉井戸
(GL-93m) 

地震後水温、Cl 濃度

が上昇（76℃→95℃
4,700ppm→7,006pp
m） 

・深部には広く化石塩水が分布しており、

熱源は第三紀の火山起源のマグマ。水質

データから地震により、化石海水が上昇

と解釈 

都築他(1994) 

(76) 

湯の岳断層

（いわき温泉

周辺） 

福島県浜

通りの地

震(2011.4) 

温泉井戸

（常磐、浜

通り周辺） 

地震後、断層下盤側

が圧縮場となり、深

部から熱水が湧出、
2 年経過しても水位

は回復せず。 

・地震とともに深部正断層から高 I/Cl 比
を持つ化石海水が上昇し、地表水によっ

て希釈された地下水が湧出したとされて

いる。Iの起源は先白亜系の基盤よりも

深部から供給されたとされている。 

Togo et 
al(2014) (77) 

 
熱水の上昇メカニズムについては、新潟の事例に見られるように活断層沿いで湧出している

地下水の組成・同位体比が、泥岩をキャップロックとする地下数 100m 以深の被圧帯水層中の

水質、水素・酸素同位体比と一致することから、地震時に被圧帯水層中の化石塩水が断層を通

じて上昇したと推定されている。また、有馬型熱水については、マントル起源水であることや

地震後の湧水の水温減衰の時定数が大きいこと、有馬温泉源の比抵抗分布図から低比抵抗を示

す熱水は深度 600m 前後までは断層沿いに賦存している点（西村他、2006(78)）などから、熱水

は地下 600m 以深の被圧帯水層に貯留されていたものが、地震後に断層や亀裂を通じて地表に

供給されたものと推定されている（表 3.2-12）。以下に熱水上昇プロセスを具体化するため、地

震前後の地下の水理的変化と水質変化について整理する。 

 
図 3.2-19 （a）地震前後の水圧変化（Sibson、1992(79)）と（b）異常間隙水圧と深度との関

係（千木良・中田、1994(80)、操上、2007(81) 、真田他、2008(82)） 
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図 3.2-19（a）に地震前後の被圧帯水層中の水圧変化の概念図（Sibson、1992(79)）と図 3.2-19
（b）に応力と深度との関係を示す。Sibson（1992）(79) は、水理学的に深部に静水圧を超える

間隙水圧を保持する帯水層が存在する条件として透水性の低いキャップロックの存在が必要で

あり、地震時にキャップロックと交差する断層の透水性が上昇することによって、帯水層の圧

力消散とともに断層を通じて地下水が地表に噴出するとしている。その後、次の地震イベント

が発生する数千年の間に断層部分のセルフシーリングが起こり、再び帯水層の水圧がもとの値

に戻るというモデルを提唱している。被圧帯水層中の水温が高い場合、新潟の事例のように熱

水が噴出することとなる。地震時に噴出する湧水量、熱水の流速は、断層の透水性の変化量と

帯水層の被圧状態の変化に伴う動水勾配の変化量に依存する。国内において過剰間隙水圧が観

測されている事例として新潟堆積盆や幌延の事例（千木良・中田、1994(80)、操上、2007(81)）が

ある。図 3.2-19（b）はこの 2 地域の間隙水圧（全水頭（m）に変換）と幌延の初期応力観測値

（真田他、2008(82)）を示した図である。幌延の場合、増幌層が被圧帯水層となっており、それ

より上位の透水係数の低い稚内層下部がキャップロックの働きをしていることが知られている

（酒井他、2010(83)）。幌延地域におけるキャップロックの下限標高は EL-1,100m であり、その

標高レベルでの全水頭は 150m 前後、新潟堆積盆の場合は、420m 前後であり、静水圧と静岩圧

との中間に位置する。したがって、もし、地震によって被圧状態が一時的に解消されたとする

と、キャップロック周辺の鉛直方向の動水勾配は、地震前に比べて幌延の場合約 4 倍、新潟の

場合 1 桁増加する。さらに、熱水上昇時に仮に図 3.2-18 のⅠに示したと同程度の断層の透水性

が増加しているとすれば、地震後に数倍以上透水係数が一時的に増加する可能性があるため、

これに応じた上昇流が発生するものと推測される。 
地震時に地表付近で湧出が観測されている熱水は、上昇途中で降水起源の地下水や現海水と

さまざまな割合で混合しながら地表に到達している可能性がある。したがって、地震に伴って

湧出する熱水の起源水を特定するためには、水質を用いた主成分分析や断層周辺の水温分布か

ら、他の混合成分を分離する必要がある。全国の地下水の起源と水質タイプについては、従来、

笹本・油井（2000）(84)や産業技術総合研究所（2012a）(5)など多くの研究者によって起源水を特

定したうえで成因について議論されている。笹本・油井（2000）(84) は全国の地下水の水質、

同位体比の特徴から水質タイプを主成分分析によって降水系地下水、海水系地下水など 5 種類

（FRLP, SRLP, SRHP, MRNP, FRHP）に分類し、地下水を類型化している。産業技術総合研究所

（2012a）(5)は、非火山地域の地下深部の地下水組成を調査し、降水系地下水、海水系地下水だ

けで分類できないマントル起源の有馬型熱水や石油・油田地帯に特徴的なジオプレッシャー型

熱水等が我が国において広く分布することを指摘している。 
ここで、笹本・油井（2000）(84)  の一般的な地下水と有馬型熱水やジオプレッシャー型熱水

との関係を検討し、統一的な起源水の代表性を整理するため、一般水質、主成分分析データの

比較を行った。主成分分析の結果を図 3.2-20 に示す。図 3.2-20（a）（b）は、それぞれ公表され

ている文献データ（國丸他、2007(85)、大沢他、2010(86)、加藤・梶原、1986(87)、中村・前田、1958(88)、

Mtsubaya et al、1973(89)、村松他、2010(90) ）を地下水の Cl-pH、Cl-HCO3の関係図に投影したも

のである。図 3.2-20（a） に示すように有馬型の熱水の場合 Cl 濃度は 1,000mM を超えており、

笹本・油井（2000）(84) による 5 種類の地下水分類の範囲（青破線で囲む領域）より高 Cl 側に

大きく外れている。 
また、図 3.2-20（b） に示すように油田地帯の温泉水の中には Cl 濃度が低いにもかかわらず

高い HCO3濃度を含む地下水が存在し、これも笹本・油井（2000）(84) による 5 種類の地下水分

類の範囲（青破線で囲む領域）から外れた領域に投影される。そこで、油田地帯や断層周辺地

域を含む非火山地帯において公表されている地下水データを用いて一般水質と水素・酸素同位
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体比を含む 7 成分系の主成分分析を実施した。図 3.2-20（c）（d）は、主成分の組み合わせを変

えた 2 パターンについての分析結果であり、いずれも有馬型の熱水（有馬温泉）は他のジオプ

レッシャー型熱水（新潟・秋田、宮崎、幌延など）および現海水とは異なる位置に投影されて

いる。一方、ジオプレッシャー型熱水は、広範囲にばらついており、一部は現海水と地表水の

中間に位置するものも見られるが、必ずしもそうでないものもある。 
 

 
図 3.2-20 （a）全国の地下水の Cl-pH 図、（b）全国の地下水の Cl-HCO3

-図、（c）一般水質と水

素・酸素同位体比による主成分分析結果、（d）一般水質による主成分分析結果 
 
図 3.2-20 をもとに抽出された有馬型およびジオプレッシャー型熱水の端成分（以下、起源水）、

地表水、進化水（地表水が水－岩石反応によって水質変化した水）を表 3.2-13 に示す。起源水

の特定にあたっては、本来は重回帰分析を行い統計的な解析（起源水を頂点とする多面体が観

測さらた全データを包含していて多面体の体積が最小となるように起源水を決定）を行うべき

であるが、ここでは、既往文献によって各熱水の特徴がある程度文献によって示されているた

め、地表水との混合線上において最も主成分得点と水温が高いものを起源水とした。表中、海

水型とは、図 3.2-20（c）に示すように現海水組成に近く他の塩水と区別されるタイプのもので

ある。ここで、有馬型熱水の特徴は、Cl 濃度が 40,000ppm 以上であり現海水の 2 倍以上を示し

ている点、K、Ca 濃度が高く K/Cl 比、Ca/Cl 比が 0.12、0.08 であり、ジオプレッシャー型熱水

に比べると 10 倍以上高い値を示している点が挙げられる（表 3.2-13）。ジオプレッシャー型熱
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水には、宮崎平野で代表される“低 Cl 型”と関東山地で代表される“高 Cl 型”の両方のタイ

プが存在し、幌延地域の HDB ボーリング孔の地下水は、両方のタイプの地下水が存在してい

るとされている（國丸他、2007(85)）。昨年度、地下水流動解析で用いた幌延の“地下水 2”（日

本原子力研究開発機構、2014(91)）は、幌延地域深部の 56 地点の地下水組成の平均であり、両

者の中間的な値に位置する（表 3.2-13）。特に注意すべきは重炭酸イオンが数 1,000ppm と他に

比べて高い値を示しており、核種移行に与える影響が懸念される。 
 

表 3.2-13 公開文献をもとに主成分分析により推定した起源水の水質 
地下水タイプ 水温 pH Cl HCO3 SO4 Na K Ca Mg 全 Fe Al Si Eh 

有馬型 
（マント

ル起源） 

有馬温泉 90.5 6.1 42200 (83.8) (1.4) 20200 4900 3460 25.9 84 0.07 53 <0 

ジオプレ

ッシャー

型 
（化石海

水起源） 

宮崎平野 
（低 Cl 型） 

124 
(＊)

 
7.5 2330 (6170) (155) 3950 27.3 1.6 3 － － － -200 

関東山地 
（高 Cl 型） 

34.6 7.2 15073 (5880) (0.1) 11469 172 168 112 － － － 

地下水 2 40 6.3 9000 2300 33 6200 160 170 170 0.1 5E-4 35 -210 
海水型 いわき － － 19200 － － 10600 370 421 1260 － － － － 

海水 － 7.6 19525 140 3800 10810 390 400 1296 － － － － 
地表水

（河川

水） 

釜石 － 5.3 3.1 10.4 2 2.7 0.7 2.3 0.4 － － － 100 

進化水 瑞浪 － 9.5 5.1 94.9 5.4 48.8 25 5.8 0.8 － － － -337 
Eh(mV)：地表水は穂刈(2010) (92)による幌延のデータ（平均値）、進化水は核燃料サイクル機構(1999) (93)の瑞浪の深部花崗岩中の地下

水の平均値、化石塩水は穂刈(2010) (92)による幌延のデータ（平均値）、水温（℃）：(*) 観測深度 1,200m におけるΘNa-K-Ca 鉱物温

度計に基づく温度、その他は孔口温度、流量：孔口における湧水量、水質の単位：ppm 

 
図 3.2-18 のⅣの場合、地震後、地表から酸化性地下水が地下に流入するためには、水理的に

は分岐断層のような背斜の前縁翼部の低地帯に見られるような流出域ではなく、バックスラス

トあるいは副次的な正断層や亀裂帯が発生するような背斜軸背後側の丘陵地～高地（涵養域）

を想定する必要がある。正断層は発生したとしても規模は小さく局所的であることから、特に

注意すべきは地下深部まで水みちとして効果的に機能する可能性のあるバックスラストあるい

は付随する同方向の亀裂であると考えた。したがって、酸化性地下水の流入は、バックスラス

トが成長して地表に到達して以降に開始される。  
地震時にバックスラストが発生して地表から酸化性地下水が流入した例は報告されていない

が、活断層（主断層）を通じて酸化性地下水が流入したとされている事例はいくつか報告され

ている。表 3.2-14 は、活断層調査の一環として地下 300m 以深をボーリング、坑道掘削によっ

て断層および周辺母岩の岩石試料あるいは地下水が採取・分析された例である。野島断層につ

いては兵庫県南部地震発生以降に試料が採取されたものであり、主断層および上盤側のバック

スラスト側に酸化的な鉄鉱物が存在する点および主断層中に二次的に晶出した方解石の酸素同

位体比から、地下 1,800m まで天水起源の水が流入したとされている。跡津川断層については、

断層沿いに地下水年代の若い水が存在しており、断層周辺の母岩中の地下水はすべて古い年代

値を示すことから、断層に沿って地表水が流入したと解釈されている。酸化性地下水である地

表水が断層を通じて地下深部に流入した際、堆積岩の場合、多くは有機物と反応して早い段階

で還元性に戻るものと考えられる。しかし、地震によって断層の間隙構造が変化し、透水性が

増加することによって、地下深部まで地表水が急速に引き込まれたとすると、断層内が一時的

に酸化的な状態で満たされた可能性は十分あるとされている。（田中他、1998 (94)）。地震直後の

酸化性地下水の水質に関するデータは無いため、表 3.2-13 に釜石の地表水のデータを示す。 
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表 3.2-14 活断層沿いに酸化性地下水が地下に流入したとされている事例 
断層名 地質 酸化帯深度（酸化

地下水流入深度） 
測定・調査法 地表水（酸化性地下水）流入の痕跡 文献番号 

野島 
断層 

花崗閃

緑岩 
GL-1800m コア観察、酸素同

位体比測定 
・深部 1,800m の断層割れ目に褐色粘土（シデライ

ト（FeCO3）、Fe2O3多含）が形成しており、褐色に

酸化しているのは割れ目部分のみ 
・断層割れ目に析出した方解石の酸素同位体比から

方解石を形成した地下水は、天水（地表水）と海水

が混合したものである。 
・方解石脈の 14C 年代から地下水の流入時期は

38,000 年以降とされている。 

Lin et 
al.(1998) 

(95) , 宇田
(1998）(96) 

GL-347m～389m コア観察、全岩分

析（XRF 分析）、

コア観察 

・断層中軸帯の地表露頭～上盤側 50m 幅の範囲は

広範囲に酸化 
・断層近傍の花崗岩は、Fe2O3,CaO と H2O との間に

正の相関 
・断層上盤側の地下 390m 付近においては、水を媒

介とした溶脱帯が進んでいる一方、下盤側での溶脱

はほとんど進んでいないことから、断層上盤の丘陵

部から断層に向かって地表水が涵養。断層が遮水壁

の役割を果たしている。 
・地表付近と地下 390m 付近の風化鉱物の種類が類

似していることから、断層中軸部に向かって地表か

ら天水が流入したと推定 

田中他
(1998) (94) 

跡津川

断層 
砂泥互

層（手取

層群） 

GL-300m 前後 水質分析、トリチ

ウム濃度分析 
・深部 300mの断層の地下水は NaHCO3型であり TU
濃度から 10 年以内という若い地下水年代を示す。 
・断層から離れるにつれ、水質は CaHCO3型となり

地下水年代は古くなる。 

佐竹他
(1998) (97) 

 

 
図 3.2-21 分岐断層、バックスラスト形成による深部熱水、酸化性地下水の流入時期 
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図 3.2-21 には、分岐断層、バックスラスト発生と断層の成長による断層面形状の変化と熱水、

酸化性地下水の流入に関する時系列的な地下水環境の変化に関するシナリオを整理した。図中、

既に主断層は回避されているものとするが、処分施設直下には調査によって見逃されていた分

岐断層が伏在するものとする。時間経過とともに分岐断層が成長する過程で、断層が処分施設

を直撃すると処分施設周辺の水理特性が変化し、地下水流動特性も変化する。さらに地下深部

に被圧帯水層が存在し、地震によって被圧状態が変化すれば分岐断層を通じて熱水が処分施設

に向かって流入する可能性がある。さらに分岐断層が成長し地表に到達すると深部から流入し

た熱水とともに核種が断層を通じて流出する可能性が考えられる。その後、バックスラストが

形成され、断層が地表に到達すると地表から酸化性の地下水が流入するものと考えられる。熱

水と酸化性地下水の流入の程度は処分施設周辺の地質・地下水環境によるため、ここでは事象

発生の一連の流れを概念的に示した。 
 
（２）火山活動に伴う派生事象 
マグマ噴火が発生し、廃棄体を直撃すると前述のように周囲の母岩とともに熱応力破砕し、

大気中に放出あるいは一部の廃棄体は火口近くに落下する。一方、地下においては直径数 100m
の火道が形成されるため、火道とその周辺の地質構造変化、熱水の上昇が発生し、残された廃

棄体は地下において急激な温度上昇と熱水の流入の影響を受けることになる（表 3.2-11 の火山

活動（噴火）→サイト）。火道周辺は、数年から数 10 年で数 100℃に達した後、温度は低下し

（松島，2007(98)）、前述のとおり火道が形成された後、周辺母岩と同じ温度になるのに数 100
～1,000 年を要するとされている。図 3.2-22 は火山活動の推移に伴う火山性流体、ガスの移動

モデル（野津、2007(97)）と火山周辺の地下水流動変化と水温変化（松島、2007(98)）を示した図

である。火山中心では噴火前後に火山ガスの放出があり、ガスの拡散は噴火後数 10 年～100 年

のオーダーで放出が続くとされている。図 3.2-22 右図は、火山噴火前後の山体周辺の地下水流

動状況を模擬した硫黄島の数値シミュレーションの事例である。図に示すように火山の噴火後、

火山性流体は火道を通じて上昇し火山山頂付近に湧出するのに対して、噴火後は透水性の高い

火道を通って地表から地表水の浸透が優勢となる。地下からの火山性流体の供給が停止するま

では、山体地下では地表水と火山性流体とが混合し、火口から遠ざかるにつれて地下水組成を

変化させているものと推定されている（松島、2007(98)）。 

 
図 3.2-22 火山活動の推移に伴う火山性流体（野津、2007(97)）および地下水流動（松島、2007(98)） 
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図 3.2-23 （a）マグマから放出される火山性熱水の分化に関するモデル（松葉谷、1991(102)）、

（b）火山体からの距離と地下水の pH、Cl-、SO4
2-（浅森他、2002(103)） 

 

表 3.2-15 過去数 10 万年以内に活動した火山から湧出している熱水の化学組成 
火山、温泉名 場所 水温（℃） pH Cl 

(ppm) 
HCO

3
 

(ppm) 
SO

4
 

(ppm) 
Na 

(ppm) 
K 

(ppm) 
Ca 

(ppm) 
Mg 

(ppm) 
文献

番号 

肘

折 
火

山 

肘折温泉 
（ナトリウムー

塩化物・炭酸水

素塩温泉） 

直径 2km
のカルデ

ラ内 

50 6.4 688.8 702 144.8 642.5 48.9 83.6 21.6 (100) 

沼

沢

火

山 

沼沢温泉 
（ナトリウムー

塩化物・炭酸水

素塩温泉） 

沼沢カル

デラ湖内 
43.6 6.8 -  (CO

2
 

:1387) 
-  -  -  -  -  (101) 

45.2 6.5 -  (CO
2
 

:275.5) 
-  -  -  -  -  

 
図3.2-23（a）はマグマから放出される火山性熱水の分化を示した図である（松葉谷、1991(102)）。

図に示すようにもともとはマグマから放出された熱水は中性の Na-Cl 型であることが、マグマ

起源の鉱物中の流体包有物の組成から推定されており、それが地下から上昇するにしたがって、

脱ガス等のプロセスの過程で水質が分化するとされている（松葉谷、1991(102)）。すなわち、火

口付近では Na-Cl 型、周辺では酸性の SO4型、さらにその外側に中性の Na-HCO3型へと変化す

る。図 3.2-23（b）は全国の第四紀火山の中心からの距離と地下水の pH、Cl-、SO4
2-（浅森他、

2002(103)）である。火口周辺の約 10km は、低 pH、高 Cl、高 SO4を示しており、Na-Cl 型熱水

と Na-Cl 型熱水の特徴が表れている一方、それ以遠では中性の低 Cl、低 SO4 であることから

Na-HCO3型が広く分布するとされている（浅森他、2002(103)）。 
表 3.2-15 に過去数 10 万年以内に活動した火山から湧出している熱水の組成を示す。中国地
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方の単成火山は火山の規模が小さいことから火山性熱水の湧出は知られていない。一方、東北

地方の肘折火山、沼沢火山はカルデラ内には 40～50℃の熱水が湧出しており、現在、温泉とし

て利用されている。代表的な第四紀火山の火口に見られる熱水と比べるとこれらの熱水は、pH
は中性に近く、HCO3濃度がCl濃度に比して高いことからNa-HCO3型に近い。肘折火山の場合、

最新活動時期が数千年前であることから、噴火直後は Na-Cl 型、SO4 型熱水であったものが、

マグマの活動が休止したため、直上の水質が Na-HCO3型に変化したのか、噴火の活動度の違い

で最初から Na-HCO3型であったのか不明である。しかし、いずれにしても火山性の溶存炭酸を

多く含有するような熱水の供給が、数千年以上経過しても残存している可能性が高い。 
図 3.2-24 に火山が処分施設を直撃した場合、新規火道周辺の地下水環境の変化を取りまとめ

た。火山活動後の火山周辺の地下水流動概念図は野津・清水（2003）(104) の硫黄島の例を参考

とした。肘折火山や沼沢火山のような事例を考慮し、もともと第四紀以前の古い時代に火山・

火成活動があり、現在は火山活動が存在しない場所に処分施設が設置されたとした場合、火山

活動前は図 3.2-24 の左図に示すような地形支配の地下水流動が卓越する場合、処分施設付近で

は下向きの地下水が流れている。そこに新規に火山が形成され、処分施設を火道が直撃した場

合、火道部分の構造物は前述のとおり物理的破壊が生じ、直撃を免れた処分施設は深部からの

高温の熱水の影響を受け、水質も Na-HCO3型から Na-Cl 型、SO4型に変化するものと思われる。

もし、噴火直後の熱水の水質が SO4型である場合、pH=1～2 前後まで低下し、火道周辺の温度

は 200～300°に達するため（西村、2004(105)）、処分施設は熱的にも化学的に大きな影響を受け

るものと考えられる。水理的にはマグマ直上においては、火道を中心として地表に達する放射

状あるいは環状の亀裂系が形成されるため、帯水層中の地下水は、マグマ起源の熱水と混合し

て亀裂を使って選択的に上方に移動するとされている（小出、1982(106)）。したがって、処分施

設と亀裂系が交差していれば、熱水の上昇とともに亀裂を通じて核種が移動する可能性は十分

考えられる。火山活動休止後は、上向きの熱対流による影響はなくなるが、地下深部から HCO3

イオンを含む溶存ガスの移動は続くものと考えられる。 

 
 

図 3.2-24 新規火山が発生し、火道が処分施設を交差した場合の地下水環境の変化 
 
 マグマ貫入（表 3.2-11 の火山活動（貫入→サイト））の場合、火山噴火と比べるとはるかに

直撃による影響範囲は小さいものと考えられる。三宅島や伊豆半島の事例に見られるように岩

脈の幅は数 m 程度であり、処分施設を直撃した場合、処分施設は物理的破壊を受けるほか、冷

却に至るまでは周辺の帯水層中の地下水は、マグマ起源の熱水、火山ガスとともに岩脈直上、

地表に向かって移動するものと推定される。実際、三宅島や伊豆半島において岩脈形成地点に

おける熱水の温度や水質が直接観測されたという報告例はないが、伊豆大島の場合、1986 年の

噴火の際、火口から約 5km 離れた観測井戸の水温が 20℃→60℃に上昇し、重炭酸イオン濃度

は 4 倍増加したとされている（佐藤他、2001(107)）。また、図 3.2-24 に示すように火山体の山腹
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においてマグマが貫入した硫黄島の例では、地表で湧出している熱水は硫酸酸性であり、200
～300℃程度の温度を示している。いずれにせよ火山の火口周辺においてマグマ貫入があった場

合、深部から地表に向かって熱水が上昇し、周囲の地下水流動に影響を与える可能性がある。  
伊豆大島の例では、山体北西部の海岸の観測井戸において 1986 年伊豆大島噴火後に地球潮汐

による水圧応答の変化が観測されており、マグマ貫入後、直上の帯水層の透水係数が約 20％増

加したとされている（西村、2004(105)）。このことから、マグマ貫入直上では、北西－南東方向

の鉛直亀裂が貫入による引っ張り応力によって開口したか、あるいは新たな亀裂が発生した可

能性があると推定されている。マグマ貫入前の周辺母岩の亀裂の透水係数は不明であるが、周

辺母岩が溶岩である場合、透水性は低い傾向を示すが、亀裂を含む溶岩や火砕流堆積物の場合、

一般に透水係数は k=1E-7～1E-5m/s（井尻他、1999(108)）前後である。なお、岩脈周辺の母岩は

熱による影響でホルンフェルス化している可能性があるが、岩脈の幅（数 m）を考えると影響

幅は 1/100 程度以下であるため、変質による影響はほとんどないものと考えられる。したがっ

て、岩脈貫入後は、その直上において熱水は非変質の周辺母岩（火山岩）のうち、透水性の高

い亀裂部分を選択的に上昇し、地表付近に到達しているものと思われる。 
  
（３）その他の起因事象に伴う派生事象 
 泥火山（表 3.2-11 の地震活動→泥火山→サイト）は、前述のとおり、地下 3,500m 前後の貯

留層からの化石塩水の上昇による地下数 100m の泥チャンバーの形成、さらに泥チャンバー内

のガス圧の上昇に伴う泥脈の形成の 2 段階に分かれる（石原・田中、2009(54)）。図 3.2-25 に新

規に泥火山が形成された場合の泥火山と処分施設との位置関係による影響の違いを整理した。

ケース 1（処分施設が泥チャンバーの下に位置）では、深部からの上向きの定常的なガスを含

んだ化石塩水の流動があるものの泥火山発生に伴う直接的な影響はない。ケース 2（処分施設

が泥チャンバー内に位置）では、水圧破砕前は体積膨張による亀裂派生、水圧破砕後は一部が

物理的破壊および破砕された構造物は泥ブレッチャーとともに泥脈を通じて地表に向かって移

動するものと想定される。ケース 3（処分施設が泥チャンバーよりも上に位置）の場合、処分

施設が泥脈と交差する部分では、物理的に破壊され亀裂発生とともに泥脈が形成され、それを

通じて破砕された構造物の一部は泥水とともに地表に噴出する。亀裂発生領域は、それまで地

表水の浸透による下向きの流れであったものが、泥火山形成後は上向きの地下水流動に変化す

るため地下水の塩分濃度が上昇するとともにメタンや炭酸ガス成分の増加が考えられる。地震

等によって泥チャンバー内の被圧が解放されると急激に上向きの地下水流が発生し、自噴する

可能性がある。一旦、泥火山が形成されると北海道の新冠の例のように万年単位で間欠的に活

動を続けるものと想定される（田近他、2009(56) ）。 

 

図 3.2-25 泥火山と処分施設との位置関係による影響の違い（石原・田中、2009(54)に加筆） 
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 マスムーブメント（表 3.2-11 の地震、火山、隆起・沈降→（地質構造の変化）→侵食・堆積

→サイト）の発生は、前述のとおり、すべり面深度が 300m 以上の大規模マスムーブメントと

それ以下のマスムーブメントに分類される。すべり面深度が 300m 以上の大規模マスムーブメ

ントを初期の調査によってたとえ回避できたとしても、将来、隆起・侵食が進み、処分施設の

対地深度が変化すれば、すべり面深度が 300m 以下のマスムーブメントであっても直接的な影

響を受ける可能性がある。図 3.2-26 にマスムーブメントと処分施設との位置関係を示す。（a）
はすべり面深度が 300m 以下の小規模の層面すべりを特徴とするマスムーブメントの代表例で

ある。一方、（b）はトップリングを伴うクリープ性の大規模マスムーブメントである。いずれ

も対地深度がある程度確保されている時期においては、地下水の流れは山側から谷方向に緩や

かに流動しているが、対地深度が浅くなった状態でマスムーブメントが発生すると、処分施設

の一部はマスムーブメント中に取り込まれ、物理的破壊により構造は大きく乱され、さらにす

べり面を通って上方から酸化的な地下水が浸透し、移動地塊の亀裂に沿って地下水が流出する。

特に（b）の場合、移動地塊自体の動きは非常に遅いが、すべり面の形成と移動地塊内部の亀裂

の進展と地盤の緩みは、前述のとおり、地震をきっかけとして急速に進むとされており、それ

に伴って地盤の透水性が増加し、地下水流速の増大と地下水流動経路の短絡が生じるものと予

想される。 

 
図 3.2-26 処分施設の位置の違いによるマスムーブメントからの影響（千木良、1995(9) に加筆） 
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3.3 処分システムへの影響シナリオの記述 
前項での影響の大きい事象の調査結果に基づき、各事象の想定規模を明確にしたうえで、処

分システムへの影響のシナリオを検討した。 
 
3.3.1 分岐断層の処分施設への影響 
（１）分岐断層の想定規模 
前項の調査結果を受け、表 3.3-1 に示す想定規模に基づいて、核種移行評価のための分岐断

層が処分システムに与える影響シナリオについて検討した。 
 

表 3.3-1 分岐断層の想定規模 
項目 変化量など 

断層変位量 1 回あたり 0.5～3m 

断層幅 25m 程度 

断層長さ 数～10 数 km 

断層活動頻度 3000～5000 年 

断層成長速度 1 回あたり 10 数 m～500m  

断層内透水係数 周囲母岩より 1～2 桁上昇 

断層内収着分配係数（Kd） 母岩細粒化により鉱物変質が生じ変化 

 
（２）処分システムへの影響 
分岐断層の処分システムへの影響については、図 3.3-1 に示すように、(1)で挙げた各項目の

変化量などを基に、人工バリア及び天然バリアの各機能に THMC の種類に応じて定性的に影響

の可能性を推定し、さらに母岩から人工バリア内へつながる影響の連鎖や、断層交差によって

形成される新たな核種移行経路における透水性の変化などを考慮して、定量的な核種移行評価

を行うためのシナリオ記述について検討を行った。以下、処分施設と移行経路について記述す

る。 
（ a ）処分施設 
断層が処分施設を横切ると、断層変位によって処分施設内の母岩は力学的破壊を受け亀裂が

発生する（力学的影響 M）。次に緩衝材は、断層変位量及び断層幅が小さければベントナイト

の自己修復により安全機能が維持されるが、それらが大きければ埋設時に 70cm の厚さを持つ

緩衝材も廃棄体から分離される、あるいは大きな亀裂へ膨潤してオーバーパック周囲を取り囲

む形状を維持できなくなる可能性がある。断層変位量及び断層幅が大きく緩衝材が廃棄体から

分離される場合、オーバーパックには引っ張り応力が生じる。このとき、オーバーパックが製

造当初の健全性が確保される場合、オーバーパックは破壊に至らない(1)が、オーバーパックの

腐食が進展し、亀裂が発生して核種の閉じ込め機能が喪失している場合には引っ張り応力がか

かれば、オーバーパックは力学的に破壊される可能性がある。さらに、ガラス固化体はオーバ

ーパックの力学的破壊による衝撃を受け、破砕されることが考えられる。これによりガラス表

面積が増加するとともに、緩衝材の低透水機能が低下・喪失するため、断層沿いを流れる地下

水と接触することが想定される。 
以上のように、断層の変位量および幅によって、緩衝材への影響の程度も異なり、人工バリ

アの影響の進展については現時点では不明確なため、緩衝材の剥離、オーバーパックの破壊、

ガラス固化体の破砕という保守的な設定とした。 
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また、断層が処分施設を横切る際、断層長さに応じて処分施設内の処分パネルの横断長さが

変化する。断層長さは～10km であることから処分施設の設計例(2)に参考に水平面の大きさが

2km×3km の場合、処分施設全体の対角線をすべて横切る可能性がある。 
（ b ）移行経路 
分岐断層の活動頻度、断層幅、断層長さは処分施設から生物圏への核種移行経路に影響を及

ぼす。特に断層が成長することにより地下水流動場が時間的に変化し、成長する断層の透水性

が大きくなることから、地下水の流動経路及び経路中の流速が大きく変化することが考えられ

る（水理的影響 H）。また、断層が成長することに伴い、断層沿いの流速分布の変化により、塩

分濃度分布の変化が生じる。さらに、断層内の母岩は細粒化され表面積が増加して鉱物の変質

が生じる。鉱物組成の変化は核種移行評価で重要となる核種の収着分配係数に影響を与える（化

学的影響 C）。 
さらに、移行経路の変化では、その副次的な変化として、次の 2 つが考えられる。断層に沿

った深部からの流体の流入と断層に沿った表層からの酸化性地下水（地表水）の流入である。

これは処分施設の断層部だけでなく、それ以外の領域にも流入することも考えられる。いずれ

も地下水流動の変化によるもの（水理的影響 H）に加え、流入する地下水の水質に応じて、そ

の後の人工バリアの変遷、移行経路上の収着分配係数に変化をもたらす（化学的影響 C）。 
これらのうち、派生断層の処分施設への交差前後の地下水流動及び塩分濃度分布については、

次項で仮想的なサイト条件のもと定量的な解析を行い、その解析結果から天然バリアにおける

移行経路の変化、経路上の地質及び水質の組合せの時間変化などに関するより具体的なシナリ

オ及び核種移行パラメータの設定を行い、核種移行評価へ結びつけることとした。また、地下

水流動の解析から、酸化性地下水の流入のシナリオの可能性についても検討を行った（3.4 参照）。 
 

 

図 3.3-1 分岐断層発生による処分システムへの影響に関するシナリオ検討 
 
3.3.2 新規火山噴火の処分施設への影響 
火山噴火には表 3.2-6 で示したようにさまざまな様式があるが、新規に発生するものの火山

噴火規模は中国地方における単成火山や肘折火山のようなカルデラに限定される。これらの噴

火では噴煙柱を伴って火口から大気中に噴出し火山灰を飛散させ、火口周辺では火山灰の堆積
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が生じる。また、これらの噴火においても、いくつかのシリーズで構成され、シリーズの初期

には小規模のマグマ水蒸気爆発などが発生する。また、溶岩ドームを形成する雲仙普賢岳のよ

うな小規模火砕流（メラピ式）も発生する可能性がある。マグマ水蒸気爆発や小規模火砕流は

処分施設に影響を与える場合、発生条件によっては廃棄体が当初の形状を維持したまま地表に

露出する可能性が考えられる。したがって、ここでは火山灰による大気拡散と小規模火砕流の

2 つのケースについて、マグマ火道が処分システムに交差し、噴火する際に、母岩及び人工バ

リアに与える影響について THMC の観点から検討を行うとともに、地表に放出される放射性核

種を含む火山灰の飛散及び堆積、また、地表に露出される廃棄体の状態について、被ばく線量

評価を行うためのシナリオ記述を行った。。 
 
（１）新規火山噴火活動の想定規模 
（ a ）火山灰による大気拡散 
新規の火山活動における噴火事象について、前項における調査結果とともに、現在火山噴火

の規模を示す分類を表 3.3-2 に示す。新規火山噴火は単成火山が多く、噴火様式はストロンボ

リ式で、その火山爆発指数は 2 に相当する。また、肘折火山のように新規火山でも初期は噴火

規模が小さくとも、一連の噴火シリーズで比較的大きな規模のプリニー式の噴火が観測されて

いることから、新規の火山活動における火山爆発指数の規模は 2～4 の範囲になると想定される。

こうしたことから、火山噴火規模を 2 と 4 に絞り、それぞれについて表 3.3-3 に示す想定規模

を設定した。 
表 3.3-2 火山爆発指数（VEI）とその規模 

VEI 噴出物の量 噴火様式 噴煙高さ 発生頻度 例 
ここ 1 万年

の発生数 

0 < 0.0001 km³ ハワイ式 < 100 m ほぼ毎日 マウナ・ロア山 無数 

1 > 0.0001 km³ ハワイ式/ストロンボリ式 100-1000 m ほぼ毎日 ストロンボリ島 無数 

2 > 0.001 km³ ストロンボリ式/ブルカノ式 1-5 km ほぼ毎週 ガレラス山 (1993) 3477* 

3 > 0.01 km³ ブルカノ式/プレー式 3-15 km ほぼ毎年 Koryaksky 868 

4 > 0.1 km³ プレー式/プリニー式 10-25 km ≥ 10 年 プレー山 (1902) 278 

5 > 1 km³ プリニー式 > 25 km ≥ 50 年 セントヘレンズ山 (1980) 84 

6 > 10 km³ プリニー式/ウルトラプリニー式 > 25 km ≥ 100 年 ピナトゥボ山 (1991) 39 

7 > 100 km³ プリニー式/ウルトラプリニー式 > 25 km ≥ 1000 年 タンボラ山 (1815) 5 (+推定 2) 

8 > 1,000 km³ ウルトラプリニー式 （破局噴火） > 25 km ≥ 10,000 年 トバ湖 (73,000 BP) 0 

（Simkin and Siebert, 1994(3)を改変、*はスミソニアン博物館による the Global Volcanism Program より） 

 
表 3.3-3 新規火山噴火の想定規模（火山灰大気拡散） 

項目 VEI 2 VEI 4 
マグマ噴出量 0.001 km³ 0.1 km³ 
火道径 25m 程度 250m 程度 
火山灰平均粒子径 1 mm 1 mm 
噴煙柱高さ 1000 m 10000 m 
マグマ上昇速度 高 低 
マグマ粘性 低 高 
マグマ温度 1100℃ 900℃ 
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（ b ）小規模火砕流 
表 3.2-6 で示したように火山噴火には火砕流も挙げられている。火砕流も流紋岩－デイサイ

ト質マグマの大規模な噴火、プリニー式噴火の噴煙柱崩落（スフリエール式火砕流）、溶岩ドー

ムの崩壊（メラピ式火砕流）の 3 つに分類できる。特にメラピ式は爆発的な噴火を起こさず、

マグマがゆっくり押し出されて溶岩ドームを形成するもので、雲仙普賢岳の例が知られている。

(a)では大規模な噴火を含めて検討したことから、ここでは爆発的な噴火を起こさないメラピ式

火砕流の規模について整理した。 
溶岩ドームの中には溶岩中にガスが気泡として残っているため、溶岩ドームの一部が押し出

されて崩壊を始めると内包されているガスが爆発的に解放され、これに伴って形成された破片

と混合して小規模な火砕流が発生するものである。このときのマグマ噴出量は 0.01km3 以下で

ある。火道径も(a)の VEI2 の例と同等かそれよりも小さく、マグマ上昇速度は遅いものと考え

られる。 
 
（２）処分システムへの影響 
（ a ）火山灰による大気拡散 
火道が深部から上昇して処分施設と交差する場合、マグマは処分施設内の母岩を破壊して亀

裂を発生させその亀裂にさらに浸入する。母岩の力学的破壊により人工バリアの形状は維持で

きなくなり、オーバーパックが露出する（力学的影響 M）。その後マグマと接触すれば、急激

な温度上昇により既に亀裂の入っているオーバーパックは熱応力により破壊に至り、ガラス固

化体とマグマが接触する。このとき、マグマ温度が高く、かつマグマ上昇速度が遅い場合で、

火道が交差してから地表に放出されるまでの時間が十分にあれば、マグマとガラスが混合した

後、噴火して放射性物質を含む火山灰として大気中を飛散し堆積する。一方、マグマ温度が低

く、マグマ上昇速度が速い場合、火道が交差してから地表に放出されるまでの時間が短く、マ

グマとガラスが十混合する前に放出されるため、オーバーパック破壊に伴う力学的衝撃により

破砕したガラスの状態のまま地表に放出されることも想定される。 
また、火道が交差する時期が、ガラスがすべて溶解した後であれば、上記のようなガラスと

の混合を考慮せず、残存している核種と緩衝材に収着されている核種とマグマが均一に混合す

るものと考えられる。火道径は交差する廃棄体の本数に、マグマ噴出量は放射能濃度の希釈量

に、噴煙柱高さは火山灰の広がりに影響する。 
火道が交差しなかった廃棄体でも、火道の外周部周辺は熱的な影響を受けることが想定され

る。100℃を超えると緩衝材の変質により低透水機能が低下するため、人工バリアの安全機能が

低下する（熱的影響 T）。しかし、本シナリオでは、地表への放出による線量影響を評価対象と

し、火道と交差せずに地層中に残された廃棄体の核種移行・線量の影響については、後述の「マ

グマ貫入」のシナリオに包含されるものとして扱う。 
以上の検討から、マグマ温度や上昇速度により噴火時のガラスの状態に不確かさが残るが、

マグマとガラスが混合した後、噴火して放射性物質を含む火山灰として大気中を飛散し堆積す

るものとした。また、火山噴火の際の噴火警報レベルや避難措置などを考慮して、火口中心か

ら 2km 以遠における居住者が被ばく（堆積する火山灰からの外部被ばく及び吸入摂取による内

部被ばく）するシナリオとした。なお、マグマとガラスが混合されずに地表に表出される場合

の線量影響については、「小規模火砕流」の評価で扱うものとした。 
 
（ b ） 小規模火砕流 
火道が深部から上昇して処分施設と交差する場合、マグマは処分施設内の母岩を破壊して亀
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裂を発生させその亀裂にさらに浸入する（力学的影響 M）。母岩の力学的破壊により人工バリ

アの形状は維持できなくなり、オーバーパックが露出する。火道径及びマグマ上昇速度が小さ

く、マグマ温度も高くないため、マグマの供給量も小さく、廃棄体への熱影響は比較的小さく、

緩衝材の一部ははがれてもオーバーパックの熱応力破壊は発生せず、廃棄体の形状が維持され

る可能性がある。その後廃棄体はマグマとともに上昇し、溶岩ドームの一部を構成し、ドーム

の崩壊とともに火口付近を転がり露出する。このときオーバーパックには全面腐食による亀裂

が生じており、露出時の急激な冷却のため熱応力によって破壊され（力学的影響 M、熱的影響

T）、オーバーパック内部のガラスが地表に露出する可能性がある。 
以上の検討から、溶岩ドーム内に廃棄体が保持され、ドームの崩壊で火砕流が発生する際に、

火口付近を転がり放射性物質を含有するガラスが露出することを想定し、火山活動の調査のた

め立ち入った者が放射性廃棄物の存在を認知せずに、調査活動を継続する間に被ばくするシナ

リオとした。 
 
3.3.3 マグマ貫入の処分施設への影響 
（１）新規マグマ貫入の想定規模 
新規の火山活動によるマグマ貫入については、3.2 の調査結果に基づき、表 3.3-4 に示す想定

規模を設定した。 
 

表 3.3-4 新規マグマ貫入の想定規模 
項目 変化量など 

マグマ（ダイク）厚さ ～数 m 
ダイク長さ 2km 程度 
マグマ温度 800～1000℃ 
マグマ侵入速度 低い 

 
 
（２）マグマ貫入の処分システムへの影響 
岩脈の幅は数 m 程度であり、板状で処分施設内に侵入する。処分施設と交差した場合、処分

施設内の母岩は力学的破壊を受ける（力学的影響 M）。岩脈中に存在する人工バリアは母岩破

壊により緩衝材の形状が維持できずオーバーパックからはがれる可能性がある。マグマ温度は

炭素鋼の融点を大きく下回るため溶融はしないものの、マグマの侵入速度によっては急激な温

度変化に伴う熱応力破壊の可能性がある（力学的影響 M、熱的影響 T）が、岩脈幅は小さく熱

供給量は大きくないため、オーバーパックの形状を維持する可能性もある。マグマ中には火山

性ガスや熱水などが含まれるため、化学的な反応も加わる（化学的影響 C）。 
マグマ貫入を受けた廃棄体は、マグマの流れに沿ってともに岩脈に沿って上昇する可能性が

ある。これは岩脈幅、マグマ密度、マグマ侵入速度、廃棄体の状態に依存する。岩脈幅が廃棄

体の大きさより小さければ移動は限定的となる。オーバーパックが形状を維持している場合、

密度差が大きく、仮に侵入速度が大きくとも上昇する可能性は小さい。したがって、岩脈幅が

数 m で、オーバーパックが熱応力により破壊に至り、ガラス固化体のみの状態となった場合、

岩脈に沿って、地表に近いところまでガラス固化体が上昇し、帯水層直下で冷却されている状

況が発生する可能性がある。 
また、マグマ温度が高く、侵入速度も大きい場合、オーバーパックが熱応力で破壊され、ガ
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ラス固化体とマグマが接するとガラスの粘性が低下して、マグマと混合することも想定される。

マグマと混合したガラスが地表に近いところまで上昇して、帯水層直下で冷却される状況も想

定される。 
貫入したマグマが周辺母岩と同程度の温度に冷却されるまでは周辺の帯水層中の地下水は、

マグマ起源の熱水、火山ガスとともに岩脈直上、地表に向かって移動するものと推定され、周

辺の地下水流動に影響をもたらす（水理的影響 H）。岩脈貫入後は、その直上において熱水は非

変質の周辺母岩（火山岩）のうち、透水性の高い亀裂部分を選択的に上昇し、地表付近に到達

することから、マグマによってガラス固化体が地表付近まで移動しなくともマグマ貫入以前の

移行経路よりも短絡し、核種が早期に生物圏に流出することも想定される。 
一方、岩脈に直接あたらなかった処分施設領域でも、岩脈の周囲数 10m 程度は熱伝導などに

より加熱され、その範囲では人工バリア及び母岩が変質する（熱的影響 T、化学的影響 C）が、

マグマに接した廃棄体の影響が顕著に大きいことが想定されるため、その影響量を把握する必

要がある。 
以上の検討から、マグマ貫入のシナリオとして、火山噴火まで至らずに地層内にマグマがと

どまった状態、すなわちマグマ貫入と同時にガラス固化体が帯水層直下に移動し、冷却される

シナリオを想定した。このとき、熱水、火山ガスの化学的影響及び地下水流動に与える水理的

な影響を加味した核種移行及び線量を評価することが必要と考えられる。 
 
3.3.4 泥火山の処分施設への影響 
（１） 新規泥火山の想定規模 
表 3.2-11 で示したように、泥火山は地下 3,500m 前後の貯留層からの化石塩水の上昇による

地下数 100m の泥チャンバーの形成、さらに泥チャンバー内のガス圧の上昇に伴う泥脈の形成

の 2 段階を経て、地表に放出される。新規泥火山の想定規模を表 3.3-5 に示す。 
 

表 3.3-5 新規泥火山の想定規模 
項目 変化量など 

泥脈幅 10m 程度 
泥チャンバー深度 500～800m 程度 
泥チャンバー直径 500m 程度 
噴出範囲 噴出点を中心に 100m 
噴出ガス 主にメタンガス 

 
（２）泥火山の処分システムへの影響 
図 3.2-25 で整理したケース 2（処分施設が泥チャンバー内に位置）、及び、ケース 3（処分施

設が泥チャンバーよりも上に位置）について検討を行った。 
ケース 2 の場合は、処分施設が泥チャンバー内に位置することから、水圧破砕前では、処分

施設内に体積膨張によって亀裂が発生する。泥チャンバーの大きさは 500m 程度であるため、

処分施設の大きさ 2km×3km 程度の範囲の最大 1/20 程度が影響を受けることとなる。泥チャン

バー内に取り込まれた人工バリアは、緩衝材については泥水によって膨潤・溶解しオーバーパ

ックからはがれるが、オーバーパックは力学的、熱的影響を受けないため廃棄体形状を維持す

る。このとき、オーバーパックが健全性を維持している場合、ガラス固化体からは核種の漏出

はないが、オーバーパックの腐食が進展し、亀裂発生によってオーバーパックの閉じ込め機能
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が喪失している場合、ガラス固化体から緩衝材へ核種が漏出する。したがって、泥水によって

はがれた緩衝材には核種が収着しており、収着していた核種は泥水内に取り込まれる。水圧破

砕後は核種が取り込まれた泥水は泥ブレッチャーとして泥脈を通じて上昇し、地表に放出され

るものと想定される。このときオーバーパックが形状を維持していれば、泥水との密度差が大

きく、泥ブレッチャーの上昇速度が大きくても地表に到達することは考えられない。 
ケース 3 の場合は、処分施設が泥チャンバーよりも上に位置することから、水圧破砕後に泥

ブレッチャーとして処分施設が泥脈と交差する領域では、母岩が物理的に破壊され亀裂発生と

ともに新たに泥脈が形成される（力学的影響 M）。泥脈の幅は 10m 程度であり、影響を受ける

廃棄体の本数は限定的と考えられる。また、影響を受ける人工バリアはケース 2 と同様に緩衝

材については泥水によって膨潤・溶解しオーバーパックからはがれ、緩衝材に収着していた核

種は泥水内に取り込まれる。また、オーバーパックは力学的、熱的影響を受けないため廃棄体

形状を維持する。核種を含んだ泥水は新たな泥脈を通じて地表に噴出する。 
このほか、亀裂発生領域は、それまで地表水の浸透による下向きの流れであったものが、泥

火山形成後は上向きの地下水流動に変化するため地下水の塩分濃度が上昇するとともにメタン

や炭酸ガス成分の増加により化学的反応が生じる（化学的影響 C）。また、地震等によって泥チ

ャンバー内の被圧が解放されると急激に上向きの地下水流が発生し、自噴する可能性がある（水

理的影響 H）。 
 
3.3.5 隆起・侵食、海面変動及びマスムーブメントの処分施設への影響 
（１）隆起・侵食、海面変動及びマスムーブメントの想定規模 

3.2 で既述したように隆起・侵食による処分施設の地表への露呈とマスムーブメントの発生可

能性には関連があり、そこには海面水準の変動が侵食量に与える影響も整理された。2 つの関

連する事象について、それぞれ処分施設に対して生じた場合に、人工バリア、廃棄体、天然バ

リアに与える THMC の影響量を考慮して、核種移行評価及び被ばく線量評価のためのシナリオ

について記述する。 
 
（ a ）隆起・侵食による処分施設の地表への露呈の想定規模 
海面変動を考慮した隆起・侵食については、傾動隆起の場合には処分施設も傾きを持ちなが

られ隆起し、標高の高い領域が多く侵食されるため、隆起量の大きい側の端から露呈を始める

ことが考えられるが、一様隆起によって処分施設全体が同時期に地表へ露呈することを想定し

た。 
 
（ b ）マスムーブメントの想定規模 

3.2 の調査及び検討結果に基づき、大規模なマスムーブメントの想定規模を表 3.3-6 のように

整理した。 
 

表 3.3-6 大規模マスムーブメントの想定規模 
項目 変化量など 

すべり面深度 300m 以上 
崩壊物質量 100万 m3超 
処分深度の標高変化など 図 3.2-17 に示すマスムーブメント発生条件領域 

 
 



 - 3-43 -

（２）隆起・侵食、海面変動及びマスムーブメントの処分システムへの影響 
（ a ）隆起・侵食による処分施設の地表への露呈の影響 
隆起・侵食は、昨年度検討したように、その長期にわたる地形変化により、地下水流動場が

変化して核種移行経路が変化する（水理的影響 H）。昨年度の検討では、隆起の形態が傾動隆起

の場合、動水勾配が大きくなり核種の流出点が変わること、一様隆起の場合は、隆起した分侵

食されると対地深度が減少して、移行距離が短縮され、天然バリア出口フラックスが最大とな

ることなどが示された。 
隆起・侵食により処分施設が地表に近づく過程で、地表から数 10m 程度の地質は風化作用を

受け、特に花崗岩や石灰岩などは孔隙に富む岩石に変質し、流体の浸透が容易になることが知

られているため、酸化性地下水の流入により処分施設が還元環境から酸化環境に変わる可能性

がある（化学的影響 C）。 
処分施設が地表に露出する際には、その地表環境を人間が利用することに伴う被ばくが想定

され、、この時点で人工バリア及び母岩内に残存した放射性物質を線源とする被ばく経路の線量

評価が必要である。 
 
（ b ）マスムーブメントの処分システムへの影響 
すべり面深度が 300m 以上の大規模マスムーブメントが発生すると、数 km 四方にわたる短

期的な亀裂の発生、クリープやずれ破壊を伴い、大規模な地塊として移動を始めるため、この

移動地塊内に処分施設が存在する場合、処分施設内の母岩に力学的な影響が生じ、亀裂が生じ

る（力学的影響 M）。処分施設周辺の天然バリアの地質及び間隙構造にも変化が生じ、多数の

亀裂が加わることによって透水性が高くなり、地下水流動場が大きく変化して、核種の生物圏

への流出点が変化するとともに、地下水流速が増大して核種が流出するまでの時間が短縮され

ることが想定される（水理的影響 H）。また、亀裂の発生により亀裂沿いの母岩が細粒化され鉱

物が変質するため、亀裂沿いを移行する各種の分配係数が変化する可能性がある。また、この

地下水流動場の変化によって、地表水の浸透が促進され、処分施設内に酸化性の地表水が浸透

して、人工バリアの安全機能の低下・喪失が想定される（化学的影響 C）。 
以上の検討から、大規模マスムーブメントにより処分施設及び処分施設周辺の天然バリアの

地質に多数の亀裂が生じ、透水性が高くなった地質を通じた酸化性地下水の流入により人工バ

リアの安全機能が低下するとともに、生物圏流出までの核種の移行時間の短縮により、被ばく

線量が増加するシナリオとした。 
 
 平成 26 年度は、以上の地質・気候関連事象による処分システムへの影響シナリオのうち、断

層活動の影響シナリオについて、仮想的な堆積岩サイト条件のもと、地下水流動・塩分濃度解

析を行い、核種移行・線量評価のための具体的なシナリオ構築及び核種移行パラメータの設定

を行った。次項以降にその解析について述べる。また、第 3 章のシナリオ構築の結果を受けて、

断層活動と火山噴火の影響シナリオに対する核種移行・線量の評価を行い、その評価について

は第 5 章で述べる。 
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3.4 断層活動の影響シナリオの設定及び地下水流動解析 
3.4.1 断層活動の影響シナリオの設定  
地震・断層活動の場合、3.2 において整理したように処分施設に直接的影響があり、回避しき

れない事象は、活断層や地質断層、プレート境界断層からの派生断層（分岐断層、バックスラ

スト）の新生である。想定されるシナリオとしては、将来数 10 万年以内に回避された活断層や

地質断層の活動に伴って新たに断層が派生し、施設を直撃するというケースである。最も懸念

されるケースは、図 3.2-21 に示したように調査で見落とされた分岐断層が処分施設直下に既に

分岐断層が伏在しており、次の地震時に成長し、処分施設を直撃する場合である。分岐断層は

地震活動のたびに成長し続け、やがて地表に到達する。この場合、分岐断層が深部帯水層と連

続しており、断層内が被圧されているとすれば、処分施設が断層と交差、直撃されると深部か

ら熱水が処分施設内に流入する可能性がある。さらに分岐断層が成長して地表に到達すれば、

処分施設内の地下水は深部からの熱水とともに地表に流出することが予想される。一方、分岐

断層と共役系にあるバックスラストが形成されると、地表からの酸化性地下水が流入する可能

性がある。したがって、処分施設と新たに形成される断層との位置関係および断層と深部帯水

層の被圧状態によって想定されるシナリオは以下の 3 ケースとなる。 
 
・分岐断層が処分施設を直撃することにより、処分施設周辺の水理地質構造が変化（断層成

長）し、地下水流動が変化するとともに、核種移行経路や核種移行時間に影響を与える。

この場合、深部からの熱水の上昇はない。（シナリオ 1） 
・バックスラストが処分施設を直撃し、処分施設内に地表から酸化性地下水が流入するとと

もに地下水流動、水質が変化し、核種移行経路や移行時間に影響を与える。（シナリオ 2） 
・分岐断層が処分施設を直撃することにより、処分施設周辺の水理地質構造が変化（断層成

長）し、地下水流動が変化するとともに深部からの熱水が上昇する。これにより、処分施

設内の温度や水質も変化し、核種移行経路や移行時間に影響を与える（シナリオ 3） 
 
シナリオ 1 とシナリオ 3 は、伏在する分岐断層直上に処分施設が位置する場合、シナリオ 2

は、バックスラストが発生する位置に処分施設がある場合である。シナリオ 3 の場合、分岐断

層の成長開始後は、処分施設よりも深部に被圧された帯水層が存在する点でシナリオ 1 と状態

設定が異なる。 
シナリオ 1～シナリオ 3 の 3 ケースについて試解析を実施するにあたって、昨年度と同様、

幌延地域の地質構造モデルを用いて仮想的な環境条件を設定することとした。幌延地域につい

ては、解析領域の東縁に活断層（大曲断層）である主断層が位置し、断層西側に背斜構造（更

別背斜）が存在する。地下構造探査によって現在、大曲断層からの断層の分岐の有無は不明で

あるが、秋田県の千屋断層の例のように背斜軸直下に分岐断層が伏在しており、将来、断層が

成長する可能性が考えられている。そこで、解析では、まず主断層である大曲断層が調査によ

って確認、回避されているものと想定し、背斜軸直下に伏在する分岐断層が見落とされた場合

を想定した。そして将来、地震のたびに断層が成長した場合、分岐断層直上あるいはその後に

形成されるバックスラスト発生位置にある処分施設が直撃を受けるものとして、断層成長モデ

ルを仮想的に設定した（図 3.4-1）。 
解析条件は、図に示す通り、まず本地域が過去数 10 万年以前は海底下にあったことから、全

領域を化石塩水で満たし、上部境界に降雨条件を与えて地下水流動解析を行い、現在（t=0）の

塩分濃度分布を再現した。ここで、昨年度と同様、化石塩水の組成は、幌延地域の観測データ

に基づく平均値である地下水 2（日本原子力研究開発機構、2014(1)）を用い、C=1.0 に正規化し
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た。現在の塩分濃度分布と全水頭分布を再現した後、涵養条件を変えずに地震イベントごとに

断層を成長させ、地下水流向・流速および水質を非定常計算することとした。地下水 2 の淡水

化が進むと塩水/降水境界は、時間とともに下方へ移動するため、昨年度同様、淡水化率

（F=1-Cz/C2）が 0.07 となる位置を持って塩水/降水境界と判定した。ここで、C2は対象地点直

下の地下水 2 の Cl 濃度、Czは対象地点 z における Cl 濃度である。F=0.07 を塩水/降水境界とし

た理由は、幌延地域の地下水の水素・酸素同位体比分析結果から、F=0.07 において降水起源の

水の混入率が 0 となるためである（日本原子力研究開発機構、2014(1)）。塩水/降水境界より以

浅の地下水組成は、塩水/降水境界から地表に向かって連続的に変化するため、塩分濃度の空間

分布として与えることは困難である。このため、昨年度同様、現在の幌延地域の塩水/降水境界

より以浅の観測データから平均的な Cl 濃度を計算し（地下水 1）、将来、塩水/降水境界が移動

してもこの値は変化しないものとした。表 3.4-1 に地下水 1 および地下水 2 の化学組成と温度

（地下水 1：GL-50m～GL-300m の観測値の平均、地下水 2：GL-300m～-1,000m までの観測値

の平均）を示す。 
断層の成長速度は、前述のとおり、国内において過去数 10 万年以内に活動した分岐断層の活

動履歴が 10 数 m/（1 回の地震）～500m/（1 回の地震）程度、バックスラストは数 m 程度/（1
回の地震）であることから、解析上は 100m/（1 回の地震）と 500m/（1 回の地震）の 2 ケース

とした。 

 
図 3.4-1 幌延地域の地質構造モデルを用いた仮想的な断層成長プロセスと境界条件の設定 

 
表 3.4-1 地下水 1、地下水 2 の化学組成、温度 

 
  地下水 1 地下水 2 現海水 

Na(ppm) 2,500 6,200 11,050 
Ca(ppm) 110 170 422 
K(ppm) 100 160 416 
Mg(ppm) 60 170 1,326 
Cl(ppm) 3,100 9,000 19,870 
HCO3(ppm) 300 2,300 140 
SO4(ppm) 7.7 33 3,800 
pH 6.8 6.3 
Eh(mV) -210 -210 
total-Fe(ppm) 3.3 0.1 
Si(ppm) 23 35 
Al(ppm) 0.005 0.0005  
温度（℃） 25 40  

 

現在(t=0)

地震後～将来

C=1.0過去(t=-数10万年)

降雨条件 C=0.0

降雨条件 C=0.0

塩水/降水境界

塩水/降水境界

主断層

主断層

主断層

分岐断層

分岐断層

分岐断層 バックス

ラスト

降雨条件 C=0.0
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図 3.4-2 は、分岐断層の形成時期と断層の透水性の時間変化を模式的に示した図である。図

は、国内の代表的な B 級の活断層を想定した場合の平均的な活動間隔である 5,000 年（活断層

研究会、1991(2)）を採用し、主断層が次に活動する 5,000 年後に分岐断層が同時に形成され（Ev.1）、
透水係数が周辺母岩に対して 1～2 桁増加するとした場合である。5,000 年以降、次の地震イベ

ント（Ev.2～Ev.9）までに断層の透水性が地震前の状態に回復するとした場合は、図に示すよ

うに時間変化に対してのこぎり状の透水性変化を示す。実際、地震後に断層の透水性が低下し、

地震前の値に近づいていると報告された事例はある（北川他、2004(3)）が、地震前の透水係数

が観測されていないため、地震前の値に回復したか否か不明である。また、地震のたびに断層

の透水係数が増加し続けるといった報告例もない。国内における活断層および地質断層の透水

係数は、周辺母岩よりも平均的には 1 桁～2 桁程度高い値で一定している（井尻他、1999(4)）こ

とから、地震後は周辺の母岩に対して 1 桁～2 桁程度高い状態で推移している可能性が高い。 

 
図 3.4-2 断層の形成と断層の透水性の時間変化の例（分岐断層のケース） 

 
幌延地域の場合、有史以来、主断層である大曲断層は活動した痕跡はない。しかし、大曲断

層は第四紀以降活動を繰り返している活断層であるとされていること（活断層研究会、1991(5)）

から、地震後、断層の透水係数が増加している可能性が考えられる。しかし、上記の理由から

解析上、透水係数の変化は一時的なものとし、地震間で断層の透水係数に変化は無いものと考

えた。既往の研究による幌延地域の堆積岩および断層の水理定数を表 3.4-2 に示す。表中、勇

知層、声問層、稚内層は亀裂性の堆積岩であるため、透水係数に深度依存性があるとしている

（今井他 2007(6) 、操上他、2008(7)）。また、大曲断層については、水理試験等から稚内層より

も 1 桁高い値に設定されている（操上他、2008(7)）。仮想的に発生させた分岐断層とバックスラ

ストの透水係数は不明であるため、地震後に形成される分岐断層とバックスラストの透水係数

は大曲断層の値と同じとし、断層形成後は稚内層に対して 1 桁高い透水係数で推移するものと

した（図 3.4-2）。分岐断層とバックスラスト形成後の水理定数を表 3.4-3 に示す。 
 

表 3.4-2 現在の断層および地層の水理定数 
地層名、断層名 透水係数 

(m/sec) 
間隙率 

(%) 
貯留係数 

(1/m) 
表層・更別層 1.0E-06 60 2.00E-04 

勇知層 log10(k)=-0.0034z-8.3665（上限：1E-8m/s, 下限：1E-11m/s) 60 1.00E-04 
声問層 log10(k)=-0.0039z-7.5935（上限：1E-7m/s, 下限：1E-11m/s) 60 4.00E-05 
稚内層 log10(k)=-0.0061z-5.5626（上限：1E-6m/s, 下限：1E-11m/s) 40 1.00E-05 
増幌層 5.0E-10 30 5.00E-06 

函淵層群（白亜系） 1.0E-11 20 2.00E-06 
大曲断層（表層～稚内層中） log10(k)=-0.0061z-4.5626（上限：1E-5m/s, 下限：5E-9m/s) 50 1.00E-04 

大曲断層、分岐断層 
（増幌層中） 

5.0E-09 30 5.00E-06 

大曲断層、分岐断層 
（函淵層中） 

1.0E-10 20 2.00E-06 
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表 3.4-3 将来の断層および地層の水理定数 
地層名、断層名 透水係数 

(m/sec) 
間隙率 

(%) 
貯留係数 

(1/m) 
表層～函淵層 地震前と同じ 

大曲断層、分岐断層、バック

スラスト（表層～稚内層中） 
log10(k)=-0.0061z-4.5626（上限：1E-5m/s, 下限：5E-9m/s) 50 1.00E-04 

大曲断層、分岐断層、バック

スラスト（増幌層中） 
5.0E-09 30 5.00E-06 

大曲断層、分岐断層、バック

スラスト（函淵層中） 
1.0E-10 20 2.00E-06 

 
表 3.4-4 に国内の第四紀以降に活動した分岐断層とバックスラストとの関係を示す。分岐断

層の傾斜はおおむね 30～45°であり、バックスラストは、40～65°と分岐断層よりも高角であ

る。したがって、幌延地域についても将来、分岐断層とバックスラストは他の地域と同じよう

な断層形状の関係性を保ちながら成長していくものとして、断層の傾斜をそれぞれ 30°および

60°とした。断層幅は、大曲断層の場合、断層粘土と亀裂密集部からなるダメージゾーンを併

せると約 120m と報告されている（石井他、2006(8)）。分岐断層およびバックスラストの場合、

主断層よりは断層規模が小さいことから、断層幅も主断層より小さいものと考えられる。した

がって、解析上、主断層の幅を 100m とし、分岐断層の幅を 50m、バックスラストの幅を 25m
とした。なお、将来、東西圧縮場における水平短縮がさらに進行すれば、地表面形状、地層境

界も時間とともに変化することが予想されるが、解析モデルを単純化するため地質構造の変化

は断層の成長のみとした。 
表 3.4-4 国内の分岐断層とバックスラストとの関係 

分岐断層 傾斜 バックスラスト 傾斜 文献 
能代断層（秋田） 45° 小手萩断層、盤断層 45～50° 宮内(2012) (9) 

月岡断層（新潟） 35°  - 40° 佐藤他(2014) (10) 
  30°  - 40～65° 

千屋断層（秋田） 30～45°  - 40～55° 猪原他(2006) (11) 

江南断層（埼玉） 45° 深谷断層 60° 高橋他（2006）(12) 

 
降雨条件については、本来、気候変動によって氷期－間氷期サイクルがあるため、将来は現

在と異なることが考えられるが、本解析では断層の成長に着目した影響評価であるため、降雨

条件の時間変化は無しとし、地表面で圧力水頭を 0 とした。また、側方境界および底部境界に

ついては不透水、塩分濃度フラックス 0 とした。 
ただし、シナリオ 3 に関しては、深部帯水層が被圧状態にないと地震時に断層を通じて熱水

が処分施設に流入しない。このため、分岐断層内がすでに深部熱水によって帯水しており、被

圧状態にあるとし、地震発生後に圧力解放するように解析条件を設定する必要がある。被圧状

態は、3.2 で述べたように幌延の場合、稚内層下部がキャップロックとなり、深度 1,100m の増

幌層上部には静水圧に対して 4 倍近い全水頭がかかっているとされている。幌延以外の地域に

ついては地質条件や地下水環境条件によって異なるものと思われる。新潟堆積盆の場合、深度

1,100m レベルにおける水圧は、前述のとおり幌延よりも高く、国内の堆積岩地域において観測

されているデータとしては、極めて高い被圧条件下にあるとされている（田中・石原、2009(13)、

宮川他、2007(14)）。このことから、シナリオ 3 に関する 5 章の人工バリア変遷解析では、底部

境界の深度 1,100m の増幌層上部と地表との間にシナリオ 1,2 の場合よりも 4 倍～1 桁程度高い

動水勾配を与えることとした。 
被圧された深部帯水層から地震時に断層を通じて上昇する熱水の種類については、前述のと

おり既往の研究事例から有馬型とジプレッシャー型が想定される。表 3.2-13 に示したように、
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有馬型の場合 pH は 6 前後、Cl 濃度は 40,000ppm 以上、水温 90℃である。一方、ジプレッシャ

ー型の場合は、pH=6～7 であり、Cl 濃度は 2,000ppm～15,000ppm であり、幌延における“地下

水 2”はジオプレッシャー型に属す。図 3.4-3 に示すように幌延地域の場合は、地下深部にジプ

レッシャー型である“地下水 2“が存在し、地表から降水の浸透によって希釈された”地下水 1
“が塩水/降水境界よりも以浅に分布する。処分施設直下の伏在断層が稚内層よりも下位の”地

下水 2“中に存在する場合、将来、分岐断層が成長し処分施設を直撃した場合（T=t1）、被圧さ

れていた”地下水 2“は、断層の成長とともに深部から上昇し、処分施設内に流入する。さら

に分岐断層が成長し地表に到達すると”地下水 2“は、断層内の高動水勾配の影響を受け、地

表に湧出する可能性が高い（T=t2）。一方、有馬型熱水の場合、前述のとおり、地震前から主 
 

 
図 3.4-3 分岐断層の成長と深部熱水の処分施設への流入の時期の関係 

（処分施設が現在“地下水 1”中にある場合） 

 

図 3.4-4 分岐断層の成長と深部熱水の処分施設への流入の時期の関係 
（処分施設が現在“地下水 2”中にある場合） 
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断層深部の帯水層と連続している分岐断層中に存在している可能性が高く、地震後、断層の成

長とともに上昇する。有馬型熱水の給源である被圧帯水層に関する情報はないため、地下水 2
と同程度あるいはそれ以上被圧されているものとした。図 3.4-3 左図は“地下水 2”が上昇する

ケース、右図は有馬型の熱水が上昇するケースである。 
図 3.4-4 は処分施設が塩水/降水境界よりも下にある場合、すなわち“地下水 2”中に位置す

る場合である。図 3.4-3 の場合とは異なり、現在（T=0）においては、すでに処分施設内は“地

下水 2”で満たされているため、断層直撃後も地下水の水質は“地下水 2”のままである。一方、

有馬型の熱水が上昇する場合は、断層直撃後は“地下水 2”から有馬型に水質変化する。実際

は、処分施設内に流入したとしても時間経過とともに熱水は、断層周辺の“地下水 2”によっ

て希釈される。しかし、希釈率の時間変化を定量的に評価することは困難であるため、断層直

撃以降は、処分施設内に流入した表 3.2-13 の熱水がそのまま深部から供給されるものとした。 
 シナリオ 2 の酸化性地下水の流入については、前述のとおりバックスラストが地表に到達す

ると同時に地表からの引き込みが発生するものとした。ただし、酸化性地下水の流入の程度は、

周辺の地下水の地下水組成、バックスラストを構成している鉱物種、バックスラストの幅、透

水係数、地下水流速、涵養量等に左右される。幌延地域の場合、大曲断層周辺における現在の

酸化フロントの位置は、約 GL-60m である（穂刈、2012(15)）。花崗岩地域の例（瑞浪の例）では、

水酸化鉄の存在から、地表から水みちとして機能する亀裂や断層を通じて過去に酸化性地下水

が GL-200m 前後まで流入した痕跡が残されているとされている。ただし水酸化鉄が存在するの

は亀裂近傍のみであり、周辺の母岩中には見られないこと、および現在 GL-200m には酸化性地

下水が存在しないことなどから、酸化性地下水の流入による酸化環境は一時的なものであり、

すぐに還元環境に回復したと考えられている（吉田・山本、2014(16)）。 
図 3.4-5 にバックスラストの成長と処分施設、酸化フロントとの関係を示す。処分施設が地

下水 1 中にあり、断層が時刻 T=t2 に地表に到達した場合、酸化フロントは図に示すようにバッ

クスラストを通じて深部方向へ引き込まれた形状となることが予想される。ここで、処分施設

に流入する酸化性地下水は地下水 1 によって希釈、混合あるいは鉱物反応によって水質変化し

ながら、時間経過とともに断層深部方向へ移動する。酸化性地下水は瑞浪の例のように断層を

通じて地下深部へ移動するが、すぐに化学的緩衝作用によって還元状態に戻る可能性がある。

しかし、これを解析によって再現することは現状のところ困難である。酸化性地下水は、鉱物

反応による溶存酸素の消費が少ないとすれば、バックスラスト形成後はバックスラスト沿いに

働く地下水の下向きの流れにしたがって時間とともに深部方向へ引き込まれることが予想され

る。このため、バックスラスト沿いの酸化性地下水が処分施設に到達するまでの時間は、3.4.2
の地下水流動解析結果を踏まえたうえで設定することとした。 

 

図 3.4-5 バックスラストの成長と酸化性地下水の流入時期の関係 
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3.4.2 地下水流動解析 
3.4.1 に示したように、断層活動に関する回避しきれない事象である「主断層からの派生断層

（分岐断層・バックスラスト）の成長」に対し最も懸念されるのは、処分施設直下に伏在する

派生断層が地震活動に伴い成長し、処分施設を直撃する場合であり、これによる天然バリアへ

の影響シナリオとして 
 シナリオ 1 ： 核種移行経路の変化 
 シナリオ 2 ： 酸化性地下水の流入 
 シナリオ 3 ： 深部からの熱水の流入 

が想定される。 
本項では、これらのシナリオを地下水流動解析によって定量的に評価した結果を示す（解析

コード：有限要素法による多孔質媒体中での 2 次元地下水流動評価コード MIG2DF（日本原子

力研究開発機構所有））。また、解析は 3.4.1 に示した設定に基づき、断層の成長速度に応じた 2
つのケースに対して実施した（表 3.4-5）。 
 

表 3.4-5 解析ケース 
解析ケース 断層の成長速度（鉛直方向） 

case1 500m/1 回の地震活動 
case2 100m/1 回の地震活動 

 
（１）解析条件 
 
（ a ）解析領域 
 解析領域は、幌延地域の地質データを参考に派生断層の発生を仮定した、仮想的な 2 次元断

面とした。解析領域の範囲は、解析上側方および底面に設定する境界条件が、解析対象である

派生断層周辺の地下水流動に大きな影響を与えないよう、水平方向約 16km×深度約 5km と十

分広くとった。 
設定した 2 次元断面に対して成長途中の分岐断層が処分施設直下に伏在している状態を仮定

し、それを初期状態とした（図 3.4-6）。ここで主断層、地質 1～6 はそれぞれ大曲断層、函淵層、

増幌層、稚内層、声問層、勇知層、更別層を参考に設定した。派生断層の成長角度は、分岐断

層/バックスラスト：水平方向に対し 30°/60°とし、伏在する分岐断層は深度約 1km（電磁探

査等で見逃しうる範囲）まで成長していると設定した。 
 

 

図 3.4-6 初期状態として想定した解析領域の地質分布 
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派生断層は、主断層の地震活動（活動間隔：5000 年）に伴い、分岐断層→バックスラストの

順で深部から徐々に成長すると仮定した。例として、case1（断層の成長速度：500m/1 回の地

震活動）における断層の成長の様子を図 3.4-7、図 3.4-8 に示す。 
 
0 年（初期状態） 
 

0.5 万年 
 
 
 
 
 
 
 
1 万年 
 
 
 
 
 
 
 
1.5 万年：分岐断層地表面到達 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.4-7 派生断層の成長に対する設定（1/2） 

（case1：断層の成長速度=鉛直方向に 500m/1 回の地震活動） 
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2 万年 
 
 
 
 
 
 
 
2.5 万年 
 
 
 
 
 
 
 
3 万年 
 
 
 
 
 
 
 
3.5 万年 
 
 
 
 
 
 
 
4 万年：バックスラスト地表面到達 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.4-8 派生断層の成長に対する設定（2/2） 
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各解析ケースにおける派生断層の地表面到達時刻を、表 3.4-6 に示す。 
 

表 3.4-6 各解析ケースにおける派生断層の地表面到達時刻 

解析ケース 断層の成長速度 分岐断層地表面到達 
バックスラスト 

地表面到達 
case1 500m/1 回の地震活動 1.5 万年 4 万年 
case2 100m/1 回の地震活動 5.5 万年 16.5 万年 

 
 本解析ではこのような派生断層の成長を考慮した非定常解析を、5000 年周期で起こる派生断

層の成長に応じて地質構造モデルを入れ替え、入れ替えの前後で圧力水頭および塩分濃度の計

算結果を引き継ぐことにより、連続的に実行した。解析時間は、表 3.4-6 に示した派生断層の

地表面到達時刻に応じ、case1・2 ともに 20 万年間とした。 
 
（ b ）水理特性 
 水理特性に関するパラメータを、表 3.4-7 に示す（表 3.4-2、表 3.4-3 に基づく）。 
 

表 3.4-7 解析領域における水理特性 
名称 透水係数（m/s） 間隙率（%） 
地質 6 1.0E-06 60 
地質 5 log10K=-0.0034z-8.3665 

（上限：1.0E-8、下限：1.0E-11） 
60 

地質 4 log10K=-0.0039z-7.5935 
（上限：1.0E-7、下限：1.0E-11） 

60 

地質 3 log10K=-0.0061z-5.5626 
（上限：1.0E-6、下限：1.0E-11） 

40 

地質 2 5.0E-10 30 
地質 1 1.0E-11 20 

断層（地質 3～6） log10K=-0.0061z-4.5626 
（上限：1.0E-05、下限：5.0E-09） 

母岩と同じ 
断層（地質 2） 5.0E-09 
断層（地質 1） 1.0E-10 

 
 初期状態および派生断層地表面到達後における解析領域における透水係数の分布を、図 3.4-9
に示す。断層の透水係数は、3.4.1 に示したように、地層 3 より 1 桁高い値をとると設定した。

ただし本領域は、透水係数の高い地質 3 の上に、透水係数の低い地質 4・地質 5 が重なる構造

となっており、断層の透水係数は地質 4・地質 5 と比べると 3 桁程度大きな値となっている。 
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（a）初期状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（b）派生断層地表面到達後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4-9 解析領域における透水係数（m/s） 
 
 
（ c ）解析に使用したメッシュ 
 解析に使用したメッシュを図 3.4-10 に示す。メッシュは、断層付近は数十 m 間隔で細かく分

割し、深度の増加とともに数百 m 間隔までサイズを徐々に大きくして分割した。また、地表面

近傍の分岐断層周辺では、各地層間の透水係数のコントラストが大きく（地層 6：1E-6m/s、地

層 5：上限 1E-8m/s、分岐断層：1E-5m/s）、流れが安定しにくいため、特にメッシュを細分化し

た。 
 

 
図 3.4-10 解析に使用したメッシュ（節点総数 5,353、要素総数 5,218） 
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（ d ）境界条件・初期条件 
 地下水流動解析および物質移動解析の境界条件を、図 3.4-11 に示す。3.4.1 に示したように、

地下水流動解析の境界条件は側面および底面では不透水、地表面では圧力水頭 0m とした。ま

た、物質移動解析に対しては地表面の塩分濃度 C を 0 に固定し、側面および底面ではフラック

スを 0 とした。 
 

（a）地下水流動解析             （b）物質移行解析 

 
図 3.4-11 境界条件 

 
初期状態における塩分濃度は、化石塩水で満たされた状態（正規化した海水濃度：C=1.0）に

対し洗い出し解析を実施することにより求めた。その結果、概ね定常な状態となった 50 万年後

の塩分濃度分布を、塩分濃度の初期条件として採用した（図 3.4-12）。 

図 3.4-12 初期条件（塩分濃度分布） 
（図の数値は海水濃度 C=1.0 で規格化した塩分濃度を示す） 

 
 図 3.4-12 より、塩分濃度分布は図 3.4-7 に示した透水係数と類似した分布になっており、各

領域で次のような特徴がある。 
・右側（上流側）：  
地表面が透水係数の高い地層 3 で構成されているため、淡水化が深部まで進んでいる。 

・中央部： 
地表面にある透水係数の低い地層 5 よりも、その下に位置する透水係数の高い地層 4 に沿 
って下流側へ淡水化が進行している。 

・左側（下流側）： 
透水係数の高い表層（地層 6）においてはほぼ C=0（淡水）となっているものの、地層 5 
以深では透水係数が低いため、淡水化はあまり進んでいない。 

 
 以上の条件に基づき解析を行った結果を、（２）に示す。 

側面+底面：不透水境界

地表面：圧力水頭0m

側面+底面：フラックス=0

地表面：C=0
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（２）解析結果 
 
（ a ）派生断層の成長に伴う流れの変化 
 派生断層の成長に伴う流れの変化の様子を、以下に示す。解析は case1（断層の成長速度：

500m/1 回）と case2（100m/1 回）の両方に対し行ったが、成長速度が異なっても断層発生前後

の流れの様子は同様であるため、ここでは case1 に対する結果のみを示す。 
 

① 領域全体の流れの変化 
 初期状態および派生断層地表到達後の領域全体の流速分布を、図 3.4-13 に示す。図 3.4-13（a）
より、初期状態では上流（右側）から下流（左側）へ向かう大局的な流れに加え、成長途中の

分岐断層に沿って上昇する流れが形成している。また、図 3.4-13 の（a）と（b）で大きな違い

が見られないことから、派生断層の成長に伴う地下水流動の変化は大域的には小さいと言える。

これは、解析領域の幅：約 16km に対し、派生断層の幅が分岐断層：50m、バックスラスト：

25m と非常に小さいためである。 
 

（a）初期状態 
 
 
 
 
 
 
 

   
（b）派生断層地表到達後 

 
 
 
 
 
 
 

   
 

 
図 3.4-13 断層成長前後における流速分布 

 
 以上より、派生断層が成長しても領域全体の流れは大きく変わらないことがわかった。よっ

て以下では、派生断層周辺への影響に着目した解析結果を示す。 
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② 派生断層周辺の流れの変化 
派生断層成長に伴う断層周辺での流れの変化を調べるために、派生断層と交差する仮想的な

処分坑道を設定し、各時刻の流動場に対する処分坑道からの流跡線の変化を求めた。流路解析

は、2 次元地下水流動解析コード MIG2DF と連動した粒子追跡法による移行時間・移行経路の

解析コード PASS-TRAC を用いて行った。 
 
仮想的な処分坑道の設定 
地層処分場のレイアウトに関する検討（核燃料サイクル開発機構、199917) ）によると、処

分坑道の大きさは 1 本あたり長さ約 1km、高さ約 5m とされている。またわが国においては、

処分施設の設置深度は深度 300m 以深と設定されている。よって本解析では図 3.4-14 に示す

ように、分岐断層およびバックスラスト周辺の深度 300, 400, 500m に仮想的な 3 本の処分坑

道（長さ 1km、高さ 5m）を設定し、そこから放出される粒子に対する流路解析を行う。 
 

図 3.4-14 解析における処分坑道の仮想位置 
（背景：派生断層地表面到達時における地質分布図） 

 
  処分坑道から放出される粒子は、その粒子が断層に対して下流、中央、上流のどの領域か

ら放出されたかによって、挙動が異なると推測される。そこで図 3.4-15 に示すように、処分

坑道中に断層に対して下流・中央・上流に代表的にとった 3 点を、流路解析の始点とした。 
 

ⅰ）分岐断層周辺            ⅱ）バックスラスト周辺 

 
図 3.4-15 派生断層と交差する処分坑道からの流路解析の始点 

 
 これらの条件に基づき、派生断層の成長に伴う断層周辺での流れの変化を解析した結果を、

以下に示す。  



 - 3-58 -

ⅰ）分岐断層と交差する処分坑道からの流れの変化 
 分岐断層と交差する処分坑道からの流跡線を、初期状態（0 年）から分岐断層地表面到達（1.5
万年）までの 5000 年ごとの各時間断面に対して求めた結果を、図 3.4-16 に示す。 
 
0 年 : 地質構造の影響を受けながら地表面へ移行 

 
0.5 万年 : 分岐断層の成長に伴い、移行経路が変化 

 
1 万年 ：分岐断層に沿って上昇する移行経路に変化 

 
1.5 万年（分岐断層地表面到達） ：分岐断層に沿って上昇する移行経路に変化 

 
図 3.4-16 分岐断層と交差する処分坑道からの流れの変化 

 
 各時刻における流跡線の結果より、分岐断層と交差する処分坑道が断層成長に伴って受ける

影響は、次のようにまとめられる。 
 分岐断層下流    ： 分岐断層の成長による影響をあまり受けない。 
 分岐断層中央・上流 ： 断層成長に伴い、断層に沿って上昇する経路に変化する。 

 よって分岐断層近傍および上流側では、断層成長に伴い移行経路が変化し、透水性の高い断

層部を流れることで地表到達までの平均速度が増加する可能性がある。またこのような断層に

沿って上昇する流れにより、深部から熱水が上昇する可能性がある。 
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ⅱ）バックスラストと交差する処分坑道からの流れの変化 
 バックスラストと交差する処分坑道からの流跡線を、バックスラスト成長開始（2 万年）か

ら地表面到達（4 万年）までの 1 万年ごとの各時間断面に対して求めた結果を図 3.4-17 に示す。 
 
2 万年 : 地質構造の影響を受けながら地表面へ移行 

 
3 万年 : 深部でバックスラストは成長しているものの、20000 年と同様 

 
4 万年（バックスラスト地表面到達） ： 断層沿いに深部に潜り込んだ後、地表面へ移行 

 
図 3.4-17 バックスラストと交差する処分坑道からの流れの変化 

 
 各時刻における流跡線の結果より、バックスラストと交差する処分坑道が断層成長に伴って

受ける影響は、次のようにまとめられる。 
 ・バックスラスト下流    ： 断層成長による影響をあまり受けない。 
 ・バックスラスト中央・上流 ： 断層成長に伴い、断層に沿って深部に潜り込んだ後に 

地表面へ移行する。 
 よって、バックスラストが成長することによる移行経路の変化は小さく、また透水係数の低

い深部へ潜り込むことから移行時間が短縮することもない。 
 しかし、断層交差部における深部への潜り込みはバックスラストに沿った下向きの流れの形

成を表しており、このことは地表面からの酸化性地下水の流入が起こる可能性を示唆する。 
 
 以上から、派生断層成長によって以下の影響が起こる可能性があることが確かめられた。 

 シナリオ 1 ： 核種移行経路の変化 
 シナリオ 2 ： 酸化性地下水の流入 
 シナリオ 3 ： 深部からの熱水の流入 

 以下では、これらについて定量的に検討を行った結果を示す。  
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（ b ）派生断層成長に対する天然バリアへの影響 
 
シナリオ 1 ： 核種移行経路の変化 
 （ａ）では、分岐断層と交差する処分坑道からの移行経路が、分岐断層成長により断層に沿

って上昇する経路に変化することを確かめた。 
ここでは、分岐断層成長に伴う処分坑道からの移行距離および平均流速（＝移行距離÷移行

時間）の変化について解析した結果を示す。なおここでの移行距離は、安全評価上の天然バリ

アとしての核種の移行遅延が機能する距離として考えるため、地表付近の生物圏までの距離と

して地表から 40m を帯水層と仮定し、処分場から帯水層下限到達までの距離として算出した。 
 

① 水平方向に対する比較（深度 300m にある処分坑道） 
分岐断層と交差する処分坑道を、断層に対し下流、中央、上流の 3 つの領域（各 200m）に

分け、各領域からの流路解析を行った（図 3.4-18）。流路解析の始点は、不確実性を考慮するた

めに各領域で 200 点ずつ発生させた。 

 
図 3.4-18 分岐断層と交差する処分坑道からの流路解析の始点 

 
 初期状態（0 年）から分岐断層地表面到達までの各時間断面に対する、移行速度および帯水

層到達までの平均流速の解析結果を、図 3.4-19 および図 3.4-20 に示す。ここで箱ひげ図は、200
点の結果に対する最大値、95 パーセンタイル値、中央値、5 パーセンタイル値、最小値を表す

ものである。 

      
図 3.4-19 分岐断層と交差する処分坑道からの移行距離 

   
図 3.4-20 分岐断層と交差する処分坑道からの平均流速 
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 図 3.4-19 より、断層が成長しても移行距離は大きく変わらないことがわかる。 
図 3.4-20 より、断層が成長しても断層下流側では平均流速は大きく変化しないことがわかる。

一方、断層の中央および上流側では、分岐断層が処分坑道に交差する時刻から分岐断層地表面

到達時刻にかけて、平均流速が増加している。平均流速が最も増加する分岐断層地表面到達時

刻は、case1：1.5 万年、case2：5.5 万年と 4 万年のずれがあるものの、増加の程度は両者とも

95パーセンタイル値に対し断層中央で 2桁、分岐断層より 300~500m上流で1桁程度であった。

ただし、断層中央では平均流速の結果にばらつきが大きい。これについて次に検討する。 
 

 処分坑道断層中央におけるより詳細な検討 
上に示したように、処分坑道のうち断層中央部の結果はばらつきが大きい。そのため、例と

して Case1 に対する処分坑道中央の結果を、図 3.4-21 ように 4 つの区間に分けて整理した。 

 

図 3.4-21 処分坑道の断層中央部に対する領域区分 
 

 Case1 に対する断層中央部からの平均流速の結果は、領域①~④で図 3.4-22 のようになった。 

   

   
図 3.4-22 Case1 に対する断層中央からの平均流速の経時変化（領域を区分した場合） 

 
 図 3.4-22 より断層成長に伴い平均流速が増加するのは、②～④の断層交差位置から上流側に

位置する領域である。ただし、断層交差部の中でも下流側に位置する②では、断層に沿って上

昇した後すぐに下流側へ抜けていく移行経路もあるため、ばらつきが大きい。 
 以下では断層中央に対する結果として、断層による影響が顕著な③・④の領域に対する結果

を示すこととする。  
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② 深度方向に対する比較（深度 300, 400, 500m にある処分坑道） 
 ⅰ）より、分岐断層と交差する処分坑道の中で断層成長による影響が最も大きい領域は断層

中央であった。そこで、断層中央からの移行距離および平均流速が、処分坑道の深度（300, 400, 
500m）によって、どの程度変化するかについて解析した（図 3.4-23）。 
 
 
 
 

 
図 3.4-23 分岐断層と交差する処分坑道からの流路解析の始点 

 
 Case1 および Case2 に対する移行速度および帯水層到達までの平均流速の解析結果を、図

3.4-24 および図 3.4-25 に示す。ここで箱ひげ図は、200 点の結果に対する最大値、95 パーセン

タイル値、中央値、5 パーセンタイル値、最小値を表すものである。 
 

   
図 3.4-24 分岐断層と交差する処分坑道からの移行距離 

   
図 3.4-25 分岐断層と交差する処分坑道からの平均流速 

 
図 3.4-24 から、0 年（初期状態）では深度が深いほど長かった移行距離が、分岐断層の成長

に伴い分岐断層中を移行することで、同程度になることがわかる。また図 3.4-25 より、平均流

速の 95%パーセンタイル値を比較すると、流速の増加傾向は深度に大きくよっていない。 
 

 以上より、分岐断層と交差する処分坑道（深度 300～500m）では、断層交差時刻から断層地

表到達時刻にかけて、深度によらず断層中央および上流部において平均流速が 1～2 桁増加する。

最も増加する時刻は、断層成長速度の違いにより、case1：1.5 万年、case2：5.5 万年と 4 万年の

ずれがある。この時期は処分施設からの核種漏洩が起こっていることから、断層の成長速度の

違いが核種移行に影響を与える可能性がある。  
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シナリオ 2 ： 酸化性地下水の流入 
 （ａ）では、バックスラストと交差する処分坑道からの移行経路から、断層成長により断層

に沿った下向きの流れが発生することを確かめた。地表の酸化性地下水が存在する領域と処分

坑道の間でバックスラストに沿った下向きの流速が増加すれば、バックスラストの成長に伴い

酸化性地下水の流入が引き起こされる可能性がある。 
ここでは、幌延地域における酸化フロントが GL-60m 程度であることからバックスラスト中

の断層に沿った下向きの流速（深度 100, 200, 300m）の経時変化を求めた（図 3.4-26）。 

 
図 3.4-26 バックスラスト内における流速の解析位置 

 
 Case1 および Case2 に対するバックスラスト下向きの流速の経時変化を、図 3.4-27 に示す。 
 

   
 

図 3.4-27 バックスラストに沿った下向き方向の流速 
 
 図 3.4-27 より、バックスラストが解析点に交差する時刻からバックスラスト地表面到達時刻

にかけて、Case1 および Case2 で共にバックスラストに沿った下向き方向の流速がおよそ 1 桁

増加していることがわかる。このことは、断層地表面到達後に、地表面からの酸化性地下水の

流入が起こる可能性を示唆する。バックスラストが地表面に到達する時刻は、断層成長速度の

違いにより、case1：4 万年、case2：16.5 万年と 12.5 万年のずれがある。この時期は処分施設か

らの核種漏洩が起こっていることから、断層の成長速度の違いが核種移行に影響を与える可能

性がある。 
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シナリオ 3 ： 深部流体の流入 
 （ａ）では、分岐断層の成長に伴い断層に沿って上昇する流れが形成することを確かめた。

3.4.1 で示したように、幌延地域では実際には深部にあるキャップロックの存在により、その下

が被圧帯水層となっている。そのため、分岐断層の成長に伴う被圧の解消によって動水勾配が

増加し、断層に沿って上昇する流れが 4～10 倍増加する可能性がある。 
本解析では図 3.4-16 に示したように、分岐断層地表面到達後の移行経路は、断層に沿って上

昇するものの、そのまま地表に到達せず、途中で下流側に押し出される結果となった。しかし、

上記のような被圧条件を考慮した場合、断層に沿って上昇する流れが増加することで、断層に

沿ったまま地表に到達する可能性がある。 
ここでは、本解析による分岐断層地表面到達後の結果に基づき、断層に沿って上昇する流れ

が 4～10 倍増加した場合に、処分坑道（深度 300m）から放出された粒子が断層に沿って地表

面に到達するかを、図 3.4-28 に示す体系で以下のように検討した。 

        
図 3.4-28 深部流体が断層沿いに地表面に到達する可能性の検討 

 
 １）処分坑道（深度 300m）の分岐断層交差部中心 O’から出発した粒子が、分岐断層に沿っ

て上昇したときに断層外に押し出されるかどうかは、分岐断層における流速の向きθに

よって決まる。 
 ２）断層に沿って上昇する流速を 4 倍にしたときのθを求め、O’から出発した粒子が地表面

に到達したときに、分岐断層中心（x’軸）からの y’方向へのずれが 25m（＝分岐断層の

幅 50m の半分）より小さければ、粒子は断層沿いに地表面に到達する。 
 
 例として、Case1 に対し分岐断層地表到達後における断層内の流速の向き θ を求めた結果を

図 3.4-29 に示す。ここで、横軸の最大値は断層交差部中心（O’）から地表面までの距離に相当

している。 

 
図 3.4-29 分岐断層内における流速の向き 
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 図 3.4-29 より、断層に沿った流速が 4 倍になった場合、分岐断層中の流速の向きは 0°＜θ

＜4°程度になることがわかる。このときの分岐断層中心（X’軸）からのずれを、図 3.4-30 に

示す。 

 
図 3.4-30 断層沿いの流速が 4 倍になった場合の分岐断層中心からのずれ 

 
 図 3.4-30 より、本解析（青線）では断層に沿って上昇した後下流側へ押し出されるものの、

断層沿いの流速が 4 倍になった場合（赤線）には、分岐断層中心からのずれは地表面において

15m 程度であり、断層に沿ったまま地表面に到達する結果となった。 
 このことから、断層沿いの流速が被圧の解消により 4～10 倍上昇すると、分岐断層と交差す

る処分坑道からの移行経路および移行時間は、断層に沿ったまま地表面に到達することで短絡

する可能性がある。またこれに加え、深部から熱水が流入することによる化学的な影響もある

ため、核種移行に大きな影響を与える可能性がある。 
 
 以上では、分岐断層の成長により移行経路の変化および深部流体の流入が、またバックスラ

ストの成長により酸化性地下水の流入が起こる結果となった。今回の結果では上流側にバック

スラスト、下流側に分岐断層がある設定としたためこのような結果となったが、逆の場合には

それぞれ逆の影響が起こると考えられる。 
よって、ここで示した天然バリアへの影響は派生断層の成長により起こりうる影響であり、

派生断層（分岐断層およびバックスラスト）の種類によって限定されるものではない。 
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3.5 まとめ 
発生確率は低いが隔離機能への影響が大きい事象として、火山活動や断層活動等の処分施設

への直撃とそれに伴う THMC の変化に関わるシナリオの設定手法、定量的評価方法について事

象発生確率に関する知見を整理し、整理結果に基づいた事象発生シナリオの試解析を行った。

主な成果、課題は下記のとおり。 
 
3.5.1 発生確率は低いが隔離機能への影響が大きい事象の整理 
発生確率は低いが隔離機能への影響が大きい事象として処分施設に直接的な影響を与える地

質・気候関連事象は、平成 25 年度までに整理した FEP データベースの 177 事象のうち、23 事

象存在する。このうち、概要調査段階において回避しきれない不確実性のある事象、あるいは

回避すべき場所の特定が困難な事象は、分岐断層・バックスラストの成長や新規火山の噴火、

新規火山の貫入、泥火山、大規模マスムーブメント、隆起・侵食による処分施設の露呈の 6 事

象があることが整理された。 
地震活動に伴う分岐断層・バックスラストの成長に関しては、過去数 10 万年間の長期的な断

層の成長、断層形成後の深部熱水の上昇、酸化性地下水の流入などに関する情報・知見から、

将来の断層成長プロセスとそれに伴う地下水環境の変化について、仮想的なサイトを想定した

影響を具体化することができた。火山活動に関しては、過去数 10 万年以内に発生した新規火山

の地域性、規模などの特徴から、将来発生する可能性のある火山の噴火形態・規模、周辺への

熱的、化学的影響を整理することができた。ただし、噴火や貫入に至るまでの地下のマグマの

状態の時空変遷は東北地方、中国地方を除いては知られていない。また、火道周辺の岩盤の変

質に伴う水理特性や化学特性の変化などの知見・情報も不足しており、仮想的なサイトを用い

た状態設定には至らなかった。泥火山に関しては、現在、報告されている国内の泥火山の特徴

から、給源である泥チャンバーの規模、定置深度、処分施設に直接的影響を与える可能性のあ

る泥脈の影響範囲などの知見は整理できたが、泥チャンバーの形成時期、成長スピードや泥チ

ャンバー内の水圧変化など状態設定に必要な定量的な情報は不足しており、今後の課題である。 
大規模マスムーブメントについては、隆起・侵食による処分施設の露呈との関係性から、大

規模マスムーブメントが形成しうる地形に至るまでの時期についての検討を行い、試算結果で

はあるが回避可能な期間の推定を行うことができた。その結果、大規模マスムーブメントが発

生するか、処分施設が露呈に至るかは、対象地点の標高と将来の隆起・侵食速度、経過時間、

処分深度に左右されることが整理された。国内の平野・丘陵部のような隆起速度の小さい低地

においては、10 万年以降、大規模マスムーブメントが発生するためには大きな隆起速度の変化

が要求され、極めて限定的であることが示された。今後は、地震によって誘発される大規模マ

スムーブメント内の亀裂の状態変化や風化の程度の進展などの情報が得られれば、仮想的なサ

イトを用いた状態設定が可能であると思われる。 
 

3.5.2 処分システムへの影響シナリオの記述 
3.2 で示された各事象の事例データをもとに、事象が発生した場合の想定規模を明らかにして、

処分システムへの影響を THMC の観点から検討し、評価すべきシナリオを記述した。 
分岐断層の影響では、断層交差により母岩が力学的影響を受け破砕され、人工バリアの一つ

である緩衝材が剥離され、その影響でオーバーパックが崩壊して、放射性物質を内包するガラ

スが断層沿いの地下水と接触すること、また、断層沿いに新たな核種移行経路が生成されると

ともに、断層によって母岩が細粒化して表面積が増加することにより鉱物組成が変化して分配

係数が変化するシナリオを記述した。さらにこの副次的事象として、断層に沿った深部流体の
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流入、及び、酸化性地下水の流入の可能性から、浸入する流体の化学組成により人工バリア変

遷や移行経路上の分配係数の変化に関するシナリオを記述した。 
新規火山噴火の処分システムへの影響については、放射性物質を含む火山灰の大気拡散では、

新規火山噴火の例が多い単成火山噴火と肘折火山の例から火山爆発指数 2 及び 4 を対象とする

こと、また、その規模に応じたその火道径、マグマ噴出物量、噴煙柱高さなどの情報から、人

工バリアが剥離し、ガラスがマグマと均一に混合し、火口から火山灰として放出されるシナリ

オを記述した。また、小規模火砕流では、廃棄体がマグマとともに上昇し溶岩ドームを形成し、

その崩落とともに廃棄体が火口付近に露出するシナリオを記述した。 
このほか、マグマ貫入では、マグマの貫入と同時にガラス固化体が帯水層直下に移動し、冷

却される過程で、熱水、火山ガスの化学的影響及び地下水流動変化の影響を受けるシナリオを

記述した。泥火山では、緩衝材は泥水に溶け、緩衝材中に収着されていた核種は泥水とともに

地表へ噴出するが、オーバーパックを含む廃棄体は泥水との密度差から地表に到達しないとす

るシナリオを記述した。隆起・侵食では処分施設が地表に露出する際には、母岩が風化され、

酸化性地表水が浸透し、人工バリアのベントナイト系材料も劣化が進み、オーバーパックもす

べて腐食して、この時点で人工バリア及び母岩内に残存した放射性物質だけが風化帯土壌中に

含有しているシナリオを記述した。マスムーブメントでは処分施設内の母岩に多数の亀裂が生

じるものの、大きな変位はなく人工バリアは維持されるが、周辺天然バリアの透水性が高くな

ることにより地下水流動の変化それによる地表水の浸透の促進で酸化性地表水の流入による人

工バリアの安全機能の低下・喪失が発生するシナリオを記述した。 
以上のうち、分岐断層については、事例データが豊富にあり、地質、地形データを利用して地

下水流動解析を実施できるモデル・パラメータが整備できることから、その結果から得られる

データを基に、人工バリア変遷、核種移行評価を行い、被ばく線量を算出することとした。ま

た、影響が大きいことが想定される火山噴火については、火山灰の大気拡散及び火口付近に露

出する廃棄体に接近する際の被ばく線量評価を実施し、定量的な議論により回避すべき期間な

どを検討することとした。 
 
3.5.3 断層活動の影響シナリオの設定及び地下水流動解析 

3.5.3 では、地震・断層活動に対する回避しきれない事象である「主断層からの派生断層（分

岐断層・バックスラスト）の成長」が起きた場合の天然バリアへの影響に対して、シナリオ設

定から地下水流動解析までの一連の評価手法を示し、以下の 3 つの影響シナリオを設定した。 
 シナリオ１ ： 移行経路の変化 
  派生断層の成長に伴って、断層中央および上流では断層を通って地表面へ移行する経路に

変化する。このとき透水性の高い断層を移行することで、地表到達までの平均流速が断層

中央で 2 桁、上流で 1 桁程度増加する。 
 シナリオ 2 ：酸化性地下水の流入 
  派生断層の成長に伴って、断層交差部では断層に沿った下向きの流れが 1 桁程度増加する。

これにより、断層地表面到達後に酸化性地下水の流入が起こる。 
 シナリオ 3 ：深部流体の流入 
  派生断層の成長に伴い深部帯水層の被圧が解消された場合、断層に沿った上向きの流速が

4~10 倍増加し、深部から熱水が流入する。このとき断層中央からの移行経路はシナリオ 1
とは異なり、断層に沿ったまま地表面に到達する経路に変化する。 

 これらのシナリオに対して、本項で実施した地下水流動解析の結果に基づき、5 章において

核種移行評価を実施することとした。 
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